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新成長戦略 (基本方針)

(100年に一度のチャンス)

私たちは今、長い衰退の トンネルの中にいる。90年代初頭のパブル崩壊か
ら約 20年、日本の経済は低迷を続けている。成長度合いでは、ァジァ各国、
アメリカを始め欧米諸国にも大きく遅れをとった。経済は閉塞感に見舞われ、
国民はかつての自信を失い、将来への漠たる不安に萎縮している。国全体が
輝きを失いつつある。

戦後、日本は奇跡の経済成長を成し遂げた。その背景には、経済大国アメ
リカという目標があった。国民も企業も、そして政治家、官僚も経済大国を
目指すとぃぅ共通目標に向かって総力を挙げた。その結果が、世界第二位の
経済大国の実現だった。しかし、一人当たりGDPでァメリカを追い越した 80
年代、バブルを迎え、そしてバブルは崩壊した。「坂の上の雲」を夢見て山を
登り、その頂きに立った途端、この国は日標を見失った。

今、私たちの日前には大きな課題が迫っている。金融市場の暴走の結果と
しての「リーマンショック」は、我が国の産業界、そして一人一人の生活に
大きな傷跡を残した。税収が国債発行額を下回り、財政上は 65年前の終戦当
時の状況にまで悪化している。そして、急激な速度で少子高齢社会に突入し
ている。

失敗の本質は何か。それは政治のリーダーシップ、実行力の欠如だ。過去
10年間だけでも、旧政権においてlo本を優に越える「戦略」が世に送り出さ
れ、実行されないままに葬り去られてきた。その一方で、政官業の癒着構造
の中で、対症療法的な対策が続いてきた。

今、最も必要なのは、日本の将来ビジョンを明確に国民に示した上で国民
的合意を形成し、その目標に向かって政策を推し進めることのできる政治的
リーダーシップだ。loo年に一度といわれる経済危機の中で、国民は旧来の「し
がらみ」を脱ぎ捨て、自らの投票行動で民主党・鳩山政権を選んだ。新政権
の誕生は、国民のための経済の実現に向けて舵を切る、100年に一度のチャン
スである。



(二つの呪縛)

我が国の経済政策の呪縛となつてきたのは、二つの道による成功体験であ

る。

第一の道は、公共事業による経済成長だ。戦後から高度成長の 60年代、70

年代にかけては、公共事業での国づくり・まちづくりが、将来ビジョンを示

す「成長戦略」として有効であった。生産性の低い農村地帯から都会に労働

者が流入し、より生産性の高い製造業などに就職することによって消費=需
要も拡大し、日本経済が拡大した。国全体の総需要が拡大する中で、新幹線、

高速道路を中心とする交通インフラは投資効果が大きく、それ自体が日本経

済の成長に大きく寄与した。

しかしながら、80年代に入リインフラが整ってくると、大都市で得られた
税収を画―的な公共事業で地方に工事費の形で配分する仕組みが「土建型国

家モデル」として定着し、政治家と官僚による利益分配構造、税金のピンハ

ネ構造を生み出した。公共事業は、農村地域の雇用維持や都市と農村の格差

縮小にはつながつたが、地域独自の経済・生活基盤を喪失させた。結果とし

て、日本全体の経済成長にはつながらず、巨額の財政赤字を積み上げること

となった。

第二の道が 2000年代の「構造改革」の名の下に進められた、供給サイ ドの

生産性向上による成長戦略である。規制緩和や労働市場の自由化を進めるな

ど市場原理を活用し、企業の生産性を高めることで経済成長を目指す政策で、

同時に公的金融の民営化も進められた。

しかしながら、一部の企業が生産性の向上に成功したものの、選ばれた企

業のみに富が集中し、中小企業の廃業は増加。金融の機能強化にもつながら

なかった。国民全体の所得も向上せず、実感のない成長と需要の低迷が続い

た。いわゆる「ワーキングプア」に代表される格差拡大も社会問題化しt国
全体の成長力を低下させることとなつた。

(第二の道 :成長戦略で新たな需要

私たちは、公共事業 口財政頼みの

「第二の道」でもない、「第二の道」

・雇用をつくる)

「第一の道」、行き過ぎた市場原理主義の

を進む。それは、2020年までに環境、健
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康、・観光の三分野で 100兆円超の「新たな需要の創造」により雇用を生み、
国民生活の向上に主眼を置く「新成長戦略」である。
「坂の上の雲」を目指した「途上国型」の経済運営ではなく、地球規模の
課題を解決する「課題解決型国家」として、アジァと共に生きる国の形を実
現する。

2008年に発生したァメリカ発の金融危機は世界経済の構造を変えた。アメ
リカを中心に需要が世界的に蒸発した今、これまでどおりにモノを作つて売
ろうにも、それを吸収する需要が存在しない。私たちは、この新しい現実に
対応しなければならない。

日本経済の現状を見た時、確かに国内において需給ギャップは存在する。
2007年度に 515兆円に到達した我が国の名目 GDPは 473兆円 (2009年度)に
まで減少する見込みである。しかし、国民生活の課題に正面から向き合った
時、その課題解決の先には潜在的な需要が満ち満ちている。

(課題解決型国家を目指して :二つのイノベーション)
第一の課題は、地球温暖化 (エネルギー)対策である。世界最高水準の低
炭素型社会の実現に向けて社会全体が動き出すことにより、生活関連や運輸
部門、まちづくりなど幅広い分野で新しい需要が生まれる。

第二の課題は少子高齢化対策である。「子育てに安心」、「心身ともに健やか
で長寿を迎えたい」という人類共通の目標を達成するため、健康大国日本の
実現を目指す。こうした課題への処方箋を示すことが、社会変革と新たな価
値を育み、結果として雇用を創り出す。

日本が世界に先駆けて課題を解決する「モデル国」となることは、我が国
の研究開発力や企業の体質の強化に直結する。需要の創造と供給力の強化の
好循環を作り出すことが、デフレ脱却に欠かせない。

こうした体制を作り出す政府の役割も成長戦略の鍵となる。「グリーンロイ
ノベーションJ、 「ライフ・イノベーション」などを戦略的なイノベーション
分野として人材育成や技術開発を後押しするほか、需要を創造する、同時に、
利用者の立場に立った、社会ルールの変更に取り組む。そして、政府は新た
な分野に挑戦する人々を支援する。財政措置に過度に依存するのではなく、

3



国内外の金融資産の活用を促しつつ、市場創造型の「ルールの改善」と「支

援」のベストミックスを追求する。

私たちは、社会変革につながる技術・システムのアジア地域など海外への

展開を図る。日本発の「課題解決型の処方箋の輸出」(システム輸出)による
アジア需要の創造と言つても良い。世界の成長センターであるアジアの活力

を取り込み、アジアと共に生きることが、新しい日本の活力の源となる。世

界に開かれた魅力ある国に変わるため、ヒト、モノ、カネの玄関口となる空

港や港湾などの公共インフラを選択し、集中投資する。

(輝きを取り戻すために)

「戦に敗れたこと自体は必ずしも不幸ではない。問題は国民がそれをいか .

に受け取り、それにいかなる自党を持って新たに立ち向かうかにある。J

第二次世界大戦の終戦を迎えた1945年、東京大学総長だつた南原繁氏は戦

争からの帰還学生歓迎の辞で、「希望を持て、理想を見失うな。」と呼びかけ、

新しい日本の建設を訴えた。

あれから65年。再び大きな試練を迎えた今こそ、経世済民の原点に立ち戻
り、生活に安心と真の豊かさを国民に取り戻さなくてはいけない。私たちは、

幸福度や満足度といった新たな指標、価値観も提案する。成長戦略を実現す
る中で、まちおこし、文化・芸術など「新しい公共」の担い手を育て、誰も
が居場所のある国にする。

「人間のための経済社会」を世界に発信する。これが新政権の歴史的な使

命である。

歴史は自らこれを創造しなくてはいけない。

再び、この国が輝きを取り戻すために一―。

2020年、10年先を見据えて、私たちは、「新成長戦略」を実行する。

4



日本は、世界に冠たる健康長寿国であり、環境大国、科学・技術立国、治
安の良い国というブランドを有している。こうした日本が元来持つ強み、個
人金融資産 (1,400兆円)や住宅・土地等実物資産 (11000兆円)を活かしつ
つ、アジア、地域を成長のフロンティアと位置付けて取り組めば、成長の機
会は十分存在する。また、我が国は、自然、文化遺産、多様な地域性等豊富
な観光資源を有しており、観光のポテンシャルは極めて高い。さらに、科学・
技術、雇用・人材は、成長を支えるプラットフォームであり、持続的な成長
のためには長期的視点に立った戦略が必要である。
以上の観点から、我が国の新成長戦略を、
・ 強みを活かす成長分野 (環境・エネルギー、健康)、
・ フロンティアの開拓による成長分野 (アジァ、観光・地域活性化)、
・ 成長を支えるプラットフォーム (科学・技術、雇用・人材 )
として、2020年までに達成すべき目標と、主な施策を中心に方向性を明確に
する。

揚 を活力1カ蘭 リリ

イアノググーン・イノバーションだよる環境 ″工ん四■ 大国戦略

“

″ 事までの目標】

『50兆円超の環境関連新規市場』、『140万人の環境分野の新規雇用』、『日本の民間ベース
の技術を活かした世界の温室効果ガス削減量を13億 トン以上とすること (日本全体の総排
出量に相当)を目標とする』
艦 な饉策】

● 電力の固定価格買取制度の拡充等による再生可能エネルギーの普及
● エコ住宅、ヒートポンプ等の普及による住宅・ォフィス等のゼロエミッション化
● 蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率化など、革新的技術開発の前倒し
● 規制改革、税制のグリーン化を含めた総合的な政策パッヶ―ジを活用した低炭素社会実
現に向けての集中投資事業の実施



(「世界最高の技術」を活かす)

我が国は高度成長期の負の側面である公害問題や二度にわたる石油危機を

技術革新の契機として活用することで克服し、世界最高の環境技術を獲得す

するに至った。

ところが今日では、数年前まで世界―を誇つた太陽光発電が今では ドイ

ツ・スペインの後塵を拝していることに象徴されるように、国際競争戦略な

き環境政策によって、我が国が本来持つ環境分野での強みを、必ずしも活か

すことができなくなっている。

(総合的な政策パッケージにより世界ナンバーワンの環境・エネルギー大国

へ )

気候変動問題は、もはや個々の要素技術で対応できる範囲を超えており、

新たな制度設計や制度の変更、新たな規制・規制緩和などの総合的な政策パ

ッケージにより、低炭素社会づくりを推進するとともに、環境技術・製品の

急速な普及拡大を後押しすることが不可欠である。

したがって、グリーン・イノベーション (環境エネルギー分野革新)の促
進や総合的な政策パッケージによって、我が国の トップレベルの環境技術を

普及・促進し、世界ナンバーワンの「環境・エネルギー大国」を目指す。

このため、すべての主要国による公平かつ実効性ある国際的枠組みの構築

や意欲的な目標の合意を前提として、2020年に、温室効果ガスを 1990年比で

25%削減するとの目標を掲げ、あらゆる政策を総動員した「チャレンジ25J
の取組を推進する。

(グ リーンコイノベーションによる成長とそれを支える資源確保の推進 )

電力の固定価格買取制度の拡充等による再生可能エネルギー (太陽光、風

力、小水力、バイオマス、地熱等)の普及拡大支援策や、低炭素投融資の促
進、情報通信技術の活用等を通じて日本の経済社会を低炭素型に革新する。

安全を第一として、国民の理解と信頼を得ながら、原子力利用について着実

に取り組む。

蓄電池や次世代自動車、火力発電所の効率化、情報通信システムの低消費

電力化など、革新的技術開発の前倒しを行う。さらに、モーダルシフトの推



進、省エネ家電の普及等により、運輸・家庭部門での総合的な温室効果ガス
削減を実現する。

電力供給側と電カユーザー側を情報システムでつなぐ日本型スマー トグリ
ッドにより効率的な電力需給を実現し、家庭における関連機器等の新たな需
要を喚起することで、成長産業として振興を図る。さらに、成長する海外の
関連市場の獲得を支援する。

リサイクルの推進による国内資源の循環的な利用の徹底や、レアメタル、
レアアース等の代替材料などの技術開発を推進するとともに、総合的な資源
エネルギー確保戦略を推進する。

(快適性・生活の質の向上によるライフスタィルの変革 )
エコ住宅の普及、再生可能エネルギーの利用拡大や、ヒー トポンプの普及
拡大、LEDや有機 ELなどの次世代照明の 100%イにの実現などにより、住宅・
オフィス等のゼロエミッション化を推進する。これはまた、居住空間の快適
性・生活の質を高めることにも直結し、人々のライフスタイルを自発的に低
炭素型へと転換させる大きなきっかけとなる。
こうした家庭部門でのゼロエミッション化を進めるため、各家庭にア ドバ
イスをする「環境コンシェルジュ制度」を創設する。

(老朽化した建築物の建替え・改修の促進等による「緑の都市」化)
日本の都市を、温室効果ガスの排出が少ない「緑の都市」としていくため、
中長期的な環境基準の在り方を明らかにしていくとともに、都市計画の在リ
方や都市再生・再開発の在り方を環境・低炭素化の観点から抜本的に見直す。
老朽化し、温室効果ガスの排出や安全性の面で問題を抱えるオフィスビル
等の再開発・建替えや改修を促進するため、必要な規制緩和措置や支援策を
講じる。

(地方から経済社会構造を変革するモデル)           ・

公共交通の利用促進等による都市・地域構造の低炭素化、再生可能エネル
ギーやそれを支えるスマー トグリッドの構築、適正な資源リサイクルの徹底、
情報通信技術の活用、住宅等のゼロエミッション化など、ェコ社会形成の取



組を支援する。そのため、規制改革、税制のグリーン化を含めた総合的な政

策パッケージを活用しながら、環境、健康、観光を柱とする集中投資事業を

行い、自立した地方からの持続可能な経済社会構造の変革を実現する第一歩

を踏み出す。

これらの施策を総合的に実施することにより、2020年までに 50兆円超の

環境関連新規市場、140万人の環境分野の新規雇用、日本の民間ベースの技術

を活かした世界の温室効果ガスの削減を 13億 トン以上とすること (日本全体

の総排出量に相当)を 目標とする。

r′ノライフ″イノベーションだよる健康大国戦略

″塑り事までの目秘

『医療・介饉・健康関連サービスの需要に見合った産業育成と雇用の創出、新規市場約

45兆円、新規雇用約 280万人』

艦 相

● 医療・介護・健康関連産業の成長産業化

● 日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発推進

● 医療 口介護・健康関連産業のアジア等海外市場への展開促進

● ′` リアフリー住宅の供給促進

● 医療・介護サービスの基盤強化

(医療・介護・健康関連産業を成長牽引産業へ)

我が国は、国民皆保険制度の下、低コス トで質の高い医療サービスを国民

に提供してきた結果、世界一の健康長寿国となつた。世界のフロンティアを

進む日本の高齢化は、ライフ・イノベーション (医療・介護分野革新)を力
強く推進することにより新たなサービス成長産業と新・ものづくり産業を育

てるチャンスでもある。

したがつて、高い成長と雇用創出が見込める医療・介護・健康関連産業を

日本の成長牽引産業として明確に位置付けるとともに、民間事業者等の新た

なサービス主体の参入も促進し、安全の確保や質の向上を図りながら、利用



者本位の多様なサービスが提供できる体制を構築する。誰もが必要なサービ
スにアクセスできる体制を維持しながら、そのために必要な制度・ルールの
変更等を進める。

(日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発推進 )

安全性が高く優れた日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発
を推進する。産官学が一体となった取組や、創薬ベンチャーの育成を推進し、
新薬、再生医療等の先端医療技術、情報通信技術を駆使した遠隔医療システ
ム、ものづくり技術を活用した高齢者用パーソナルモビリティ、医療 口介護
ロボット等の研究開発・実用化を促進する。その前提として、ドラッグラグ、
デバイスラグの解消は喫緊の課題であり、治験環境の整備、承認審査の迅速
化を進める。

(アジア等海外市場への展開促進)

医療・介護・健康関連産業は、今後、高齢社会を迎えるアジア諸国等にお
いても高い成長が見込まれる。医薬品等の海外販売やアジァの富裕層等を対
象とした健診、治療等の医療及び関連サービスを観光とも連携して促進して
いく。また、成長するアジア市場との連携 (共同の臨床研究・治験拠点の構
築等)も目指していく。

(バリアフリー住宅の供給促進)

今後、一人暮らしや介護を必要とする高齢者の増加が見込まれており、高
齢者が居住する住宅内での安全な移動の確保や転倒防止、介助者の負担軽減
等のため、手すりこの設置や屋内の段差解消等、住宅のバリアフリー化の促進
が急務である。このため、バリアフリー性能が優れた住宅取得や、バリアフ
リー改修促進のための支援を充実するともに、民間事業者等による高齢者向
けのバリアフリー化された賃貸住宅の供給促進等に重点的に取り組む。

(不安の解消、生涯を楽しむための医療・介護サービスの基盤強化)
高齢者が元気に活動している姿は、健全な社会の象徴であり、経済成長の
礎である。しかし、既存の制度や供給体制は、近年の急速な高齢化や医療技



術の進歩、それに伴う多様で質の高いサービスヘの需要の高まり等の環境変

化に十分に対応できていない。高齢者が将来の不安を払拭し、不安のための

貯蓄から、生涯を楽しむための支出を行えるように医療・介護サービスの基

盤を強化する。

具体的には、医師養成数の増加、勤務環境や処遇の改善による勤務医や医

療・介護従事者の確保とともに、医療・介護従事者間の役割分担を見直す。

また、医療機関の機能分化と高度・専門的医療の集約化、介護施設、居住系

サービスの増加を加速させ、質の高い医療・介護サービスを安定的に提供で

きる体制を整備する。

(地域における高齢者の安心な暮らしの実現 )

医療、介護は地域密着型のサービス産業であり、地方の経済、内需を支え

ている。住み慣れた地域で生涯を過ごしたいと願つている高齢者は多く、地

域主導による地域医療の再生を図ることが、これからの地域社会において重

要である。具体的には、医療・介護・健康関連サービス提供者のネットワー

ク化による連携と、情報通信技術の活用による在宅での生活支援ツールの整

備などを進め、そこに暮らす高齢者が自らの希望するサービスを受けること

ができる社会を構築する。

高齢者が安心して健康な生活が送れるようになることで、生涯学習や、教

養・知識を吸収するための旅行など、新たなシエア向けサービスの需要も創

造される。また、高齢者の起業や雇用にもつながるほか、高齢者が有する技

術・知識等が次世代へも継承される。こうした好循環を可能とする環境を整

備していく。

これらの施策を進めるとともに、持続可能な社会保障制度の実現に向けた

改革を進めることで、超高齢社会に対応した社会システムを構築し、2020年

までに医療・介護・健康関連サービスの需要に見合つた産業育成と雇用の創

出に.よ り、新規市場約 45兆円、新規雇用約 280万人を目標とし、すべての高

齢者が、家族と社会のつながりの中で生涯生活を楽しむことができる社会を

つくる。また、日本の新たな社会システムを「高齢社会の先進モデル」とし

て、アジアそして世界へと発信していく。
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フコンティアの臨 ■こよる成長

rθノアジア経済戦略

～ 礫 ″属国家ンとιて成長お 目・日本～

(日本の強みを大いに活かしうるアジア市場)

近年、アジア諸国は、日本企業と共に産業集積を形成し、豊富で勤勉な労
働力を背景に力強く、急速な成長を遂げてきた。ァジァ各国は昨今のサブプ
ライムローン問題に端を発した金融危機にも適切に対応し、今や世界経済の
牽引役として堅調な経済回復をみせている。特にアジァにおける中間所得者
層の成長が著しいこと、また、環境問題や都市化等、我が国が先に直面し、
克服してきた制約要因や課題を抱えながら成長していることは、日本にとっ
て、大きなビジネス機会である。

(アジアの「架け橋」としての日本)

今日のアジアの著しい成長を更に着実なものとしつつ、ァジァの成長を日
本の成長に確実に結実させるためには、日本がこれまでの経済発展の過程で
学んだ多くの経験をアジァ諸国と共有し、日本がアジアの成長の「架け橋」

″″η事諄τ″FrJ
『アジア太平洋自由貿易日 (F「MP)を構築』、『ァジァの成長を取り込むための国内改革
の推進、ヒト・モノ・カネの流れ倍増』、『『アジアの所得倍増」を通じた成長機会の拡大』
艦 初

●2010年の APECホスト国として貿易・投資の自由化を積極的に推進、我が国としての
FTAAPの道筋 (ロニドマップ)策定
●アジア諧国と共同で日本の「安全・安心」の国際標準化を推進

●官民あげての鉄道、水、エネルギーなどのインフラ整備支援や環境共生型都市の開発
●羽田の 24時間国際拠点空港化やオープン・スカィ構想の推進、ポスト・パナマックス
船対応の国際コンテナ・パルク戦略港湾の整備

●F卜・モノ・カネの流れを暉害する規制の大胆な見直し

４

‥



となるとともに、環境やインフラ分野等で固有の強みを集結し、総合的かつ

戦略的にアジア地域でビジネスを展開する必要がある。

(切れ日ないアジア市場の創出)

まず、日本企業が活躍するフィール ドであるアジア地域において、あらゆ

る経済活動の障壁を取り除くことが必要である。このため、より積極的に貿

易・投資を自由化・円滑化し、また知的財産権の保護体制の構築などを行う

ことにより、アジアに切れ日のない市場を作り出す。そのきつかけとして、

2010年に日本がホスト国となる APECの枠組みを活用し、2020年を目標にア

ジア太平洋自由貿易圏 (FTAAP)を構築するための我が国としての道筋 (ロー

ドマップ)を策定する。

(日本の「安全・安心」等の制度のアジア展開)

また、アジア諸国が経済・社会のセーフティネットをより厚いものにする

ために、日本の「安全・安心」の考え方が貢献できる部分は大きく、経済成

長の基盤ともなる。環境分野や製品安全問題等にかかる日本の技術や規制 。

基準・規格を、アジア諸国等とも共同で国際標準化する作業を行い、国際社

会へ発信・提案することなどにより、アジア諸国の成長と「安全・安心」の

普及を実現しつつ、日本企業がより活動しやすい環境を作り出す。また、ス

マートグリッド、燃料電池、電気自動車など日本が技術的優位性を有してい

る分野においては、特に戦略的な国際標準化作業を早急に進める。食品にお

いても、流通の多様化・国際化等を踏まえ、アジア諸国とも共同じつつ、食

品安全基準の国際標準化作業等に積極的に貢献する。

(日本の「安全・安心」等の技術のアジアそして世界への普及)

その上で、環境技術において日本が強みを持つインフラ整備をパッケージ

でアジア地域に展開・浸透させるとともに、アジア諸国の経済成長に伴う地

球環境への負荷を軽減し、日本の技術・経験をアジアの持続可能な成長のエ

ンジンとして活用する。具体的には、新幹線・都市交通、水、エネルギーな

どのインフラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に官民あげて取り組む。

同時に、土木・建築等で高度な技術を有する日本企業のビジネス機会も拡大
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する。さらには、建築士等の資格の相互承認も推進し、日本の建設業のアジ
ア展開を後押しする。これらにより日本も輸出や投資を通じて相乗的に成長
するという好循環を作り出す。また、日本の「安全 口安心」の製品の輸出を
促進するとともに、インフラ・プロジェク トの契約・管理 口運営ノウハウの

強化に取り組む。これらの取組は、アジアを起点に広く世界に展開していく。

(アジア市場一体化のための国内改革、日本と世界とのヒト・モノロカネの
流れ倍増)

同時に、日本国内においても、アジァを中心に世界とのヒト・モノ・カネ
の流れの障壁をできるだけ除去することが必要である。ヒト・モノ・カネの
日本への流れを倍増させることを目標とし、例えば、その流れの阻害要因と
なっている規制を大胆に見直すなど、日本としても重点的な国内改革も積極
的に進める。具体的には、羽田の 24時間国際拠点空港化やオープン・スカイ
構想の推進、ポス ト・パナマックス船対応の国際コンテナ・バルク戦略港湾
の整備等により、外国人観光客やビジネスマン等のヒトの流れやモノの流れ
を作り出す。また、外国人留学生の受入れ拡大、研究者や専門性を必要とす
る職種の海外人材が働きやすい国内体制の整備を行うほか、貿易関連手続の
一層の円滑化を図るとともに、海外進出した企業が現地であげた収益を国内
に戻しやすくする。加えて、金融や運輸等のサービス分野の国際競争力を強
化し、その流れの円滑化を図る。さらには、アジァや世界との大学 口科学技
術・文化・スポーッ・青少年等の交流・協力を促進しつつ、国際的に活躍で
きる人材の育成を進める。

(「アジア所得倍増」を通じた成長機会の拡大)

これらを通じて、アジアの一員としてアジァ全体の活力ある発展を促し、
アジア市場における取引活動を拡大させ、ァジァの所得倍増に貢献すること
でアジア市場と一体化しつつ、日本の大きな成長機会を創出する。拡大した
アジア市場に対して、日本のコンテンツ、デザィン、ファッション、料理、
伝統文化、メディァ芸術等の「クリエイティブ産業」を対外発信し、日本の
プランドカの向上や外交力の強化につなげるとともに、著作権等の侵害対策
についても国際的に協調して取り組む。
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加えて、都市化 口地球環境・地球規模での格差の解消など、世界規模の間

題を共に解決していくことにも貢献する。

rイノ観光立国 ″地域活性化戦略

～

…

の歴 ～

″〃 義無η 目標】

『訪日外国人を2020年初めまでに2,500万人、将来的には 3,0∞ 万人。2,500万人によ

る経済波及効果約 10兆円、新規雇用56万人』

臓 相

● 訪日観光査証の取得容易化

● 休暇取得の分散化など『ローカル・ホリデー制度」(仮称)の検討

(観光は少子高齢化時代の地域活性化の切り札)

我が国は、自然、文化遺産、多様な地域性等豊富な観光資源を有しており、

観光のポテンシャルは極めて高い。例えば、南国の台湾の人々は雪を見に北

海道を訪ね、欧州の人々は伝統文化からボップカルチヤーまで日本の文化面

に関心を持ち、朝の築地市場など生活文化への関心も高くなっている。この

ように、日本を訪れる外国人の間では、国によって訪れる場所や楽しむ内容

に大きな相違があるが、その多様性を受け入れるだけの観光資源を地方都市

は有している。また、日本全国には、エコツーリズム、グリーンツーリズム、

産業観光など観光資源が豊富にあり、外国人のみならず、日本人にとっても

魅力的な観光メニューを提供することができる。公的支出による地域活性化

を期待することが難しい現在、人口減少・急激な少子高齢化に悩む地方都市

にとって、観光による国内外の交流人口の拡大や我が国独自の文化財・伝統

芸能等の文化遺産の活用は、地域経済の活性化や雇用機会の増大の切り札で

ある。

(訪日外国人を 2020年初めまでに 2,500万人に)

急速に経済成長するアジア、特に中国は、観光需要の拡大の可能性に満ち

ている。例えば、中国から日本を訪問している旅行者数は年間約 100万人、
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日本から中国を訪問している旅行者数は年間約 340万人 (いずれも2008年ベ
ース)と大きな開きがある。人口増加や経済成長のスピードを考えれば、中
国を含めたアジァからの観光客をどう取り込むかが大きな課題である。今後、
アジアからの訪日観光客を始めとした各国からの訪日外国人の増加に向けて、
訪日観光査証の取得容易化、魅力ある観光地づくり、留学環境の整備、広報
活動等を図ることにより、訪日外国人を2020年初めまでに2,500万人、将来
的には3,000万人まで伸ばす。また、観光立国にとって不可欠な要素として、
交通アクセスの改善と合わせて安全・安心なまちづくりを進める必要がある。

(休暇取得の分散化等)

国内旅行は約 20兆円規模の市場である。しかしながら、休日が集中してい
るため繁閑の差が大きく、需要がゴールデンウィークゃ年末年始の一定期間
に集中する結果、顕在化しない内需が多いと言われている。このため、休暇
取得の分散化など「ローカル・ホリデー制度」 (仮称)の検討や国際競争力の
高い魅力ある観光地づくり等を通じた国内の観光需要の顕在化等の総合的な
観光政策を推進し、地域を支える観光産業を育て、新しい雇用と需要を生み
出す。

“

躍 鹿 滋 笏 爾 囀 略 地方都市の層■s成長の華
==役
とιτのォ廟市の

「
空 ～

″″ 年ま

“

宥編】

『地域資源を最大限活用し地域力を向上』

『大都市日の空港、港湾、道路等のインフラの戦略的重点投資』
艦 初

● 定住自立日構想の推進、過疎地域の自立・活性化支援
● 特区制度を活用した都市再生・地域再生

● 大都市日のインフラの整備におけるPFI、 PPP等の活用

(地域政策の方向転換)

この 10年間、大都市への人口集中が進む一方で、
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ッター通りと化し、地域経済の地盤沈下が著しい。このような地方都市の状

況は結果として国全体の成長のマイナス要因となつてきた。地方都市が空洞

化した背景には、これまでの国の地域振興策が、「選択と集中」の視点に欠け、

ハコモノ偏重で、地方の個性を伸ばし自立を促してこなかったことに他なら

ない。一方で、地方にはその土地固有の歴史と文化・芸術がある。例えば、

フランスで最も住みやすい街として知られるナント市が、かつての産業・エ

業都市から歴史遺産の「文化」と「芸術」により都市の再生を果たしたよう

に、これからの国の地域振興策は、NPO等の「新しい公共」との連携の下で、

特区制度等の活用により、地方の「創造力」と「文化力」の芽を育てる施策

に転換しなければならない。

(緑の分権改革等)

それぞれの地域資源を最大限活用する仕組みを地方公共団体と住民、NPO等

の協働・連携により創り上げ、分散自立型・地産地消型としていくことによ

り、地域の自給力と創富力を高める地域主権型社会の構築を図る「緑の分権

改革」を推進し、地域からの成長の道筋を示すモデルを構築する。

また、地域のことは地域に住む住民が決める、活気に満ちた地域社会をつ

くるための「地域主権」改革を断行する。

(定住自立圏構想の推進等)

都市は都市らしく、農山漁村は農山漁村らしい地域振興を進めるため、圏

域ごとに生活機能等を確保し、地方圏における定住の受け皿を形成する定住

自立圏構想を推進する。また、離島・過疎地域等の条件不利地域の自立・活

性化の支援を着実に進める。

高速道路の無料化により、地域間のヒト・モノの移動コストの低減が実現

されれば、地域産品の需要地への進出拡大、地域の観光産業の活性化、地方
への企業進出等の経済効果が期待される。

(大都市の再生)

大都市は、これまでは国の成長の牽引役としての役割を果たしてきたが、
ソウル、シンガポール、上海、天津等の他のアジア都市は国を挙げて競争力
向上のための取組を推進しており、国としての国際的、広域的視点を踏まえ
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た都市戦略がなければ、少子高齢化もあいまって東京でさえ活力が失われ、
国の成長の足を引っ張ることになりかねない。

このため、成長の足がかりとなる、投資効果の高い大都市日の空港、港湾、
道路等の真に必要なインフラの重点投資と魅力向上のための拠点整備を戦略
的に進め、世界、アジアのヒトロモノの交流の拠点を目指す必要がある。こ
の整備に当たっては、厳しい財政事情の中で、特区制度、PFI、 PPP等の積極
的な活用により、民間の知恵と資金を積極的に活用する。

(社会資本ス トックの戦略的維持管理等)

我が国の道路は高度経済成長期に集中的に整備され、現在、50年以上経過
した橋梁は 8%、 トンネルは 18%であるが、20年後には橋梁は 51%、 トンネ
ルは 47%に急増すると言われており、農業用水利施設は 500箇所前後の施設
が毎年更新時期を迎えることになり、今後は、国・地方の財政状況の逼迫等
により、社会資本ス トックが更新できなくなるおそれがある。このように高
度経済成長期に集中投資した社会資本ス トックが今後急速に老朽化すること
を踏まえ、維持修繕、更新投資等の戦略的な維持管理を進め、国民の安全 ロ

安心の確保の観点からリスク管理を徹底することが必要である。さらにt社
会資本ス トックについては、厳しい財政事情の中で、維持管理のみならず新
設も効果的・効率的に進めるため、PFI、 PPPの積極的な活用を図る。

‐農林水産分野の成長麒 4ヒ～

物 年までの目機

『食料自綸率 50%』、『木材自綸率 50%以上』
『農林水産物・食品の輸出額を2.5倍の 1兆円』
臓 初

● 戸別所得補償制度の導入、地域資源の活用、6次産業化、農商工連携等による農林
水産分野の成長産業化

● 路網整備、人材育成、木材・パィォマス利用等による森林・林業の再生

● 検疫協議や販売ルートの開拓等を通じた農林水産物等の輸出拡大
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(課題が山積する農林水産分野)

農林水産分野については、食の安全・安心確保、食料自給率の低下、農林

水産業者の高齢化・後継者難、低収益性等、将来に向けての課題は山積して

いるものの、我が国の「食」の目指すべき姿や具体的方針が定まらず、消費

者、生産者ともに不安に陥っているのが現状である。

(「地域資源」の活用と技術開発による成長潜在力の発揮 )

こうした不安を解消し、農山漁村の潜在力が十分に発揮されるよう、「戸別

所得補償制度」の導入など意欲ある農林漁業者が安心して事業を継続できる

環境整備を行い、農林水産業を再生し、食料自給率を 50%に向上させること

を目指す。                           
・

今後、自然資源、伝統、文化、芸術などそれぞれの地域が有するいわば「地

域資源」と融合しつつ技術開発を進め、成長への潜在力の発揮及び需要喚起

に結びつけていく。また、農山漁村に広く賦存するパイオマス資源の利活用

を更に促進する。

また、いわゆる6次産業化 (生産・加工・流通の一体化等)や農商工連携、

縦割り型規制の見直し等により、農林水産業の川下に広がる潜在需要を発掘

し、新たな産業を創出していく。

(森林・林業の再生)

戦後植林した人工林資源を持続可能な形で本格的に利用するため、国産材

利用の環境面での効用に対する理解を深めていくとともに、路網の整備、森

林管理の専門家 (フォレスター)等の人材の育成、間伐材を始めとした国産
材の利用の拡大、木質バイオマスとしての活用等を柱として、森林・林業の

再生を図り、木材自給率を50%以上に向上させることを目指す。

(検疫協議や販売ルー トの開拓等を通じた輸出の拡大)

日本の農林水産物・食品の輸出の拡大に向け、特に潜在需要が高いと見込

まれる品目・地域を中心に検疫協議や販売ルー トの開拓に注力し、現在の 2.5

倍の 1兆円水準を目指す。
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(幅広い視点に立った「食」に関する将来ビジョンの策定)
「食」は我が国成長の基盤ともいうべき最も重要なテーマの一つである。
安全 口安心・健康で豊かな食生活を守るための方策やそれを支える農山漁村
の在り方について、子ども口大人・お年寄りの視点に立ち、消費者・生産者
も含め広く産官学横断的に検討する場を設け、「食」に関する将来ビジョンを
早急に策定する。

～ストックコ能髪喘副卜‐転換～

物 事までのF″
『中古住宅流通市場・リフォーム市場の規模倍増』

『耐震性が不十分な住宅割合を5%に』
艦 初

● 中古住宅の流通市場等の環境整備、リバースモーゲージ等の積極的活用

● 住宅・建築物の徹底した耐震改修

(住宅投資の活性化)

住宅投資の効果は、住宅関連産業が多岐にわたり、家具などの耐久消費財
への消費などその裾野が広いことから、内需主導の経済成長を実現するため
には、今後とも住宅投資の促進は重要な課題である。
このため、1,400兆円の個人金融資産の活用など住宅投資の拡大に向けた資
金循環の形成を図るとともに、住宅金融・住宅税制の拡充等による省エネ住
宅の普及など質の高い住宅の供給の拡大を図る。

(中古住宅の流通市場、リフォーム市場等の環境整備)

また、「住宅を作っては壊す」社会から「良いものを作って、きちんと手入
れして、長く大切に使う」という観点に立ち、1,000兆円の住宅・土地等実物
資産の有効利用を図る必要がある。このため、数世代にわたり利用できる長
期優良住宅の建設、適切な維持管理、流通に至るシステムを構築するととも
に、消費者が安心して適切なリフォームを行える市場環境の整備を図る。ま
た、急増する高齢者向けの生活支援サービス、医療・福祉サービスと一体と
なった住宅の供給を拡大するとともに、リバースモーゲージの拡充 口活用促
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進などによる高齢者の資産の有効利用を図る。さらに、地域材等を利用した

住宅・建築物の供給促進を図る。

これらを通じて、2020年までに、中古住宅流通市場やリフォーム市場の規

模を倍増させるとともに、良質な住宅ス トックの形成を図る。

(住宅・建築物の耐震改修の促進)

現在、我が国の既存住宅ス トック約 4,700万戸のうち、約 25%に当たる

1,150万戸が耐震性不十分と言われている。2036年までに 70%の確率で首都

直下地震が起こると言われており、阪神・淡路大震災の被害を考えれば、尊

い人命が住宅等の全壊・半壊による危機にさらされているのが現状である。

このため、住宅等の耐震化を徹底することにより、2020年までに耐震性が

不十分な住宅の割合を5%に下げ、安全・安心な住宅ス トックの形成を図る。
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物 幸ま
`″
F「J

『世界をリードするグリーン・イノベーションとライフ・イノベーション』、『独自の分野
で世界トップに立つ大学・研究機関の数の増』、『理工系博士課程修了者の完全雇用を達成』、

『中小企業の知財活用の促進』、『情報通信技術の活用による国民生活の利便性の向上、生産
コストの低測 、『官民合わせた研究開発投資をGDP比 4%以上』
艦 相

● 大学口公的研究機関改革の加速、着手研究者の多様なキャリアパス整備
● イノベーション創出のための制度・規制改革

● 行政のワンストップ化、情報通信技術の利活用を促進するための規制改革

～ 躍閉ル と rx″ンの 加 続 凛 繁 日本～

(科学・技術力による成長力の強化)
人類を人類たらしめたのは科学・技術の進歩に他ならない。地球温暖化、
感染症対策、防災などの人類共通の課題を抱える中、未来に向けて世界の繁
栄を切り拓くのも科学・技術である。
我が国は、世界有数の科学・技術力、そして国民の教育水準の高さによっ
て高度成長を成し遂げた。しかし、世界第二の経済大国になるとともに、科
学・技術への期待と尊敬は薄れ、更なる高みを目指した人材育成と研究機関
改革を怠ってきた。我が国は、今改めて、優れた人材を育成し、研究環境改
善と産業化推進の取組を一体として進めることにより、イノベーションとソ
フトパワーを持続的に生み出し、成長の源となる新たな技術及び産業のフロ
ンティアを開拓していかなければならない。

(研究環境・イノベーション創出条件の整備、推進体制の強化)
このため、大学・公的研究機関改革を加速して、若者が希望を持って科学
の道を選べるように、自立的研究環境と多様なキャリアパスを整備し、また、
研究資金、研究支援体制、生活条件などを含め、世界中から優れた研究者を
惹きつける魅力的な環境を用意する。基礎研究の振興と宇宙・海洋分野など
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新フロンティアの開拓を進めるとともに、シーズ研究から産業化に至る円滑

な資金・支援の供給や実証試験を容易にする規制の合理的見直 しなど、イノ

ベーション創出のための制度 口規制改革と知的財産の適切な保護・活用を行

う。科学・技術力を核とするベンチャー創出や、産学連携など大学・研究機

関における研究成果を地域の活性化につなげる取組を進める。

科学・技術は、未来への先行投資として極めて重要であることから、2020

年度までに、官民合わせた研究開発投資を GDP比の4%以上にする。他国の
追従を許さない先端的研究開発とイノベーションを強力かつ効率的に推進し

ていくため、科学 口技術政策推進体制を抜本的に見直す。また、国際共同研

究の推進や途上国への科学・技術協力など、科学・技術外交を推進する。

これらの取組を総合的に実施することにより、2020年までに、世界をリー

ドするグリーン ロイノベーション (環境エネルギー分野革新)やライフ・イ
ノベーション (医療 口介護分野革新)等を推進し、独自の分野で世界 トップ
に立つ大学・研究機関の数を増やすとともに、理工系博士課程修了者の完全

雇用を達成することを目指す。また、中小企業の知財活用を促進する。

～′
『
立目・日本～

(情報通信技術は新たなイノベーションを生む基盤 )

情報通信技術は、距離や時間を超越して、ヒト、モノ、カネ、情報を結び

つける。未来の成長に向け、「コンクリー トの道」から「光の道Jへと発想を
転換し、情報通信技術が国民生活や経済活動の全般に組み込まれることによ

り、経済社会システムが抜本的に効率化し、新たなイノベーションを生み出

す基盤となる。

(情報通信技術の利活用による国民生活向上・国際競争力強化)

我が国の情報通信技術は、その技術水準やインフラ整備の面では世界最高

レベルに達しているが、その利活用は先進諸外国に遅れを取つており、潜在

的な効果が実現されていない。

個人情報保護、セキュリティ強化などの対策を進めて国民の安心を確保し

つつ、情報通信技術を使いこなせる人材の育成などを強化して情報通信技術

の利活用を徹底的に進め、国民生活の利便性の向上、情報通信技術に係る分

野の生産性の伸び三倍増、生産コス トの低減による国際競争力の強化、新産



業の創出に結びつける。行政の効率化を図るため、各種の行政手続の電子化・ _

ワンストップ化を進めるとともに、住民票コー ドとの連携による各種番号の

整備・利用に向けた検討を加速する。子ども同士が教え合い、学び合う「協

働教育」の実現など、教育現場や医療現場などにおける情報通信技術の利活

用によるサービスの質の改善や利便性の向上を全国民が享受できるようにす

るため、光などのプロードバンドサービスの利用を更に進める。加えて、温

室効果ガス排出量の肖J減、事業活動の効率化、海外との取引拡大、チャレン

ジドの就労推進等の観点からも情報通信技術の利活用を推進する。あわせて、
情報通信技術利活用を促進するための規制・制度の見直しを行う。

rδノ雇用 ″ス材戦略

～「出番」と 辱動開ル のあ例

"日
本～

(雇用が内需拡大と成長力を支える)

内需を中心とする「需要創造型経済」は、雇用によって支えられる。国民
は、安心して働き、能力を発揮する「雇用」の場が与えられることによって、
所得を得て消費を拡大することが可能となる。雇用の確保なくして、冷え切
つた個人消費が拡大し、需要不足が解消することはあり得ない。
また、「雇用 口人材戦略」は、少子高齢化という制約要因を跳ね返し、「成
長力Jを支える役割を果たす。少子高齢化による「労働力人口の減少」は、

物 事言″ 目租

0以下の項目について、雇用戦略対話等を踏まえ具体的目標を定める。

『若者フリーター約半減』、『ニー ト減少』、『女性 ‖宇カープ解消』、『高齢者就労促進』、『障

がい者就労促進』、『ジョブ。カー ド取得者 300万人』、『有綸休暇取得促進』、『最低賃金引上

:刊、『労働時間短縮』

艦 棚

● 若者・女性 日高齢者・障がい者の就業率向上

● 「トランポリン型社会」の構築
● ジョブ・カー ド制度の「日本版 NVO(職業能力評価制度)Jへの発展
● 地域雇用創造と『ディーセント・ワーク」の実現



我が国の潜在的な成長エンジンの出力を弱めるおそれがある。そのため、出

生率回復を目指す「少子化対策Jの推進が不可欠であるが、それが労働力人
口増加に結びつくまでには 20年以上かかる。したがって、今すぐ我が国が注

力しなければならないのは、若者・女性・高齢者など潜在的な能力を有する

人々の労働市場への参加を促進し、しかも社会全体で職業能力開発等の人材

育成を行う「雇用・人材戦略」の推進である。

(国民参加と「新しい公共Jの支援 )
国民すべてが意欲と能力に応じ労働市場やさまざまな社会活動に参加でき

る社会 (「出番」と「居場所」)を実現し、成長力を高めていくことに基本を
置く。

このため、国民各層の就業率向上のために政策を総動員し、労働力人口の

減少を跳ね返す。すなわち、若者・女性・高齢者・障がい者の就業率向上の

ための政策目標を設定し、そのために、就労阻害要因となつている制度・慣

行の是正、保育サービスなど就労環境の整備等に 2年間で集中的に取り組む。
また、官だけでなく、市民、NPO、 企業などが積極的に公共的な財・サー

ビスの提供主体となり、教育や子育て、まちづくり、介護や福祉などの身近

な分野で活躍できる「新しい公共」の実現に向けて、円卓会議を設けて、民

間 (市民、NPO、 企業等)の声を聞きつつ、本格的に取り組む。

(成長力を支える「トランポリン型社会」の構築)

北欧の「積極的労働市場政策」の視点を踏まえ、生活保障とともに、失業

をリスクに終わらせることなく、新たな職業能力や技術を身につけるチャン

スに変える社会を構築することが、成長力を支えることとなる。このため、
「第ニセーフティネット」の整備 (求職者支援制度の創設等)や雇用保険制
度の機能強化に取り組む。また、非正規労働者を含めた、社会全体に通ずる

職業能力開発・評価制度を構築するため、現在の「ジョブ・カー ド制度」を
「日本版 NVO(National VocatiOna1 0ualification)」 へと発展させていく。

※NVOは、英国で 20年以上前から導入されている国民共通の職業能力評価制度。訓練や仕事の

実績を客観的に評価し、再就職やキャリアアップにつなげる役割を果たしている。

(地域雇用創造と「ディーセントロワーク」の実現)

国民の新たな参加と活躍が期待される雇用の場の確保のために、雇用の
「量的拡大」を図る。このため、成長分野を中心に、地域に根ざした雇用創
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造を推進する。また、「新しい公共」の担い手育成の観点から、NPOや社会起
業家など「社会的企業Jが主導する「地域社会雇用創造」を推進する。
また、雇用の安定・質の向上と生活不安の払拭が、内需主導型経済成長の
基盤であり、雇用の質の向上が、企業の競争力強化・成長へとつながり、そ
の果実の適正な分配が国内消費の拡大、次の経済成長へとつながる。そこで、
「デイーセント・ワーク (人間らしい働きがいのある仕事)」 の実現に向け
て、「同一価値労働同一賃金」に向けた均等・均衡待遇の推進、給付付き税
額控除の検討、最低賃金の引上げ、ヮーク・ライフ・バランスの実現 (年次
有給休暇の取得促進、労働時間短縮、育児休業等の取得促進)に取り組む。

～子どろ″実凛惨ふ力魂繁 日本～

(子どもは成長の源泉)

我々は周りの人々の笑顔を我が歓びと感じ、幸せを実感することにより、
生きていく力を与えられる。子どもの実顔が、家族の笑顔に広がり、地域や
職場での笑顔に広がる。社会が笑顔であら、れることが、日本が活力を取り戻
し、再び成長に向かうための必要条件である。我々は、将来の成長の担い手
である子どもたちを、社会全体で育てていかなければならない。

(人口減少と超高齢化の中での活力の維持 )

70年代後半以降、出生率が低下傾向に転じ、深亥Jな少子化が顕在した 90年

″ 昨 請 凋 機

『誰もが安心して子どもを産み育てられる環境の実現による出生率の継続的上昇を通じ、
人口の急激な減少傾向に歯止め』

『速やかに就学前・就学期の待機児童を解消』

『出産。子育ての後、働くことを希望するすべての人が仕事に復帰』

『国際的な学習到達度調査で常に世界トップレベルの順位へ』

艦 な施策】

● 幼保一体化を含む各種制度・規制の見直しによる多様な事業主体の参入促進
● 育児休業の取得期間・方法の弾力化 (育児期の短時間勤務の活用等)
● 教員の質の向上、民間人の活用を含めた地域での教育支援体制の強化
● 高等教育の充実
● 子どもの安全を守るための社会環境の整備                 ,
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代以降、累次の対策が講じられたが、公的支出や制度・規制改革において抜

本的な対策が実施されず、少子化傾向に歯止めがかかっていない。2005年に

は日本の総人口は減少に転じ、現在の出生率の見通しのままでは 2050年の人

口は 9,500万人と推計される。将来にわたつて、良質な労働力を生み出し、

日本の活力を維持するために、今こそ大きな政策転換が求められる。

このため、子ども手当の支給や高校の実質無償化を実行に移し、すべての

子どもたちの成長を支える必要がある。また、子育て世代は、消費性向が高

く、これらの支援は消費拡大・需要創造の面からも効果が高い上、子ども関

連産業の成長にも高い効果をもたらす。

誰もが安心して子どもを産み育てられる環境を実現することは、女性が働

き続けることを可能にするのみならず、女性の能力を発揮する機会を飛躍的

に増加させ、新たな労働力を生み出すとともに、出生率の継続的上昇にもつ

ながり、急激な人口減少に対する中長期的不安を取り除くことになる。また、

子どもの安全を守り、安心して暮らせる社会環境を整備する。

このため、幼保一体化の推進、利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改

革、各種制度・規制の見直しによる多様な事業主体の参入促進、放課後児童

クラブの開所時間や対象年齢の拡大などにより、保育の多様化と量的拡大を

図り、2020年までに速やかに就学前・就学期の潜在需要も含めた待機児童問

題を解消する。また、育児休業の取得期間・方法の弾力化 (育児期の短時間

勤務の活用等)、 育児休業取得先進企業への優遇策などにより、出産・育児後

の復職・再就職の支援を充実させ、少なくとも、2017年には、出産 口育児後

に働くことを希望するすべての人が仕事に復帰することができるようにする。

(質の高い教育による厚い人材層 )

成長の原動力として何より重要なことは、国民全員に質の高い教育を受け

る機会を保障し、様々な分野において厚みのある人材層を形成することであ

る。すべての子どもが希望する教育を受け、人生の基盤となる力を蓄えると

ともに、将来の日本、世界を支える人材となるよう育てていく。

このため、初等・中等教育においては、教員の資質向上や民間人の活用を

含めた地域での教育支援体制の強化等による教育の質の向上とともに、高校



の実質無償化により、社会全体のサポー トの下、すべての子どもが後期中等
教育を受けられるようにする。その結果、国際的な学習到達度調査において
日本が世界 トップレベルの順位となることを目指す。

また、高等教育においては、奨学金制度の充実、大学の質の保証や国際化、
大学院教育の充実・強化、学生の起業力の育成を含めた職業教育の推進など、
進学の機会拡大と高等教育の充実のための取組を進め、未来に挑戦する心を
持って国際的に活躍できる人材を育成する。

さらに、教育に対する需要を作り出し、これを成長分野としていくため、
留学生の積極的受入れとともに、民間の教育サービスの健全な発展を図る。
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rプリマク″縦り製聾夢

鳩山政権は、「新成長戦略」の実行と並行して、豊かな国民生活の実現を目

指したマクロ経済運営を行う。

デフレは、経済、ひいては国民生活に大きなマイナスの影響を及ぼす。デ

フレの克服を目指し、政府は、日本銀行と一体となつて、できる限り早期の

プラスの物価上昇率実現に向けて取り組む。また、家計が得る所得が増加し、

国民が成長を実感できる名目成長率の実現を最重要課題と位置付けた経済運

営を行う。具体的には、2020年度までの平均で、名目3%、 実質 2%を上回
る成長、2020年度における我が国の経済規模 (名 目GDP)650兆円程度を目指

す。

「新成長戦略」においては、グリーン ロイノベーションやライフ・イノベ

ーションを創出し、成長のフロンティアを拡大していくことが、新たな需要

と雇用を拡大する鍵となる。そのためには、世界の中でも優れた産業競争力

を維持・強化する必要があり、企業はその原動力となる。また、教育や職業

訓練等を通じたヒトヘの投資や労働参加の拡大が、極めて重要な役割を担う

こととなる。政府は「コンクリー トから人へ」の政策でこれを支える。

「新成長戦略」を通じた雇用創造等により、現在 5%を越えている失業率
については中期的に3%台への低下を目指す。同時に、若者・女性・高齢者
を始め就業を希望するすべての国民が働くことのできる環境を整える。また、

所得等の格差に十分注意を払いつつ経済運営を行う。

数値としての経済成長率や量的拡大のみを追い求める従来型の成長戦略と

は一線を画した。生活者が本質的に求めているのは「幸福度」 (wel卜being)

の向上であり、それを支える経済・社会の活力である。こうした観点から、

国民の「幸福度」を表す新たな指標を開発し、その向上に向けた取組を行う。

鳩山政権の成長戦略である需要創造型経済への転換には、政治的リーダー

シップが不可欠な要素である。政治主導で過去の内閣では手を付けることが

できなかつた、利害団体の既得権や省庁のタテ割りの弊害にメスを入れ、真

に必要なものへの「選択と集中」を実現し、これまで実現されなかった国民
28



らみにとらわれることなく、これを打破する突破力をもって取り組む。

r′ノF/_―な成長戦略の取勿睦 めた/・7///_考嘴の進め方

の二―ズに応えていく。政権交代によって誕生した鳩山政権は、過去のしが

本「基本方針」に沿つて、来年初めから有識者の意見も踏まえる形で以下
のような「肉付け」を行い、その結果も踏まえて、「成長戦略策定会議」にお
いて、2010年 6月 を目途に「新成長戦略」を取りまとめることとする。

(目標・施策の具体化・追加)
2.に掲げた各戦略分野について、「国民の声」も踏まえつつ、①需要創造
効果、②雇用創造効果、③知恵の活用 (財政資源の有効活用)等の視点から、
日標設定、施策の更なる具体化や追加などについて検証を行うとともに、新
たに明らかになった課題について、その解決に向けた方策を徹底的に検討す
る。

(「成長戦略実行計画 (工程表)」 の策定と政策実現の確保)
政策は「実現」してこそ意味がある。
本「基本方針」に盛り込まれた目標・施策に加えて、上述の「目標 口施策
の具体化・追加」を行つた上で、「新成長戦略」の取りまとめ時に、国家戦略
室において「成長戦略実行計画 (工程表)」 を策定する。その際、2010年内に
実行に移すべき「早期実施事項」、今後4年間程度で実施すべき事項とその成
果目標 (アウトカム)、 2020年までに実現すべき成果目標 (アウトカム)を時
系列で明示する。

加えて、「成長戦略実行計画 (工程表)」 を計画倒れに終わらせずに確実に
実現するため、「政策達成目標明示制度」 (「予算編成等の在り方の改革につい
てJ(平成 21年 10月 23日閣議決定))に基づく、各政策の達成状況の評価・
検証を活用する。
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第20回社会保障審議会
参考資料 6

平成 22年 2月 23日

日本年金機構について



1。 日本年金機構について

◆名称

◆本部所在地

◆組織

◆設立年月日

◆理事長

◆職員数

◆業務内容

居紺域驚誕RI訴ねんきんきこ〕

東京都杉並区高井戸
(1日 社会保険業務センター所在地)

非公務員型の公法人 (特殊法人 )

本部・地方ブロック本部(9か所)・年金事務所 (312か所)

平成22年 1月 1日  *同時に社会保険庁を廃止

紀陸 孝 (きりくたかし)

約22′ 000メ、(正規・准職員約12′000人、その他有期雇用職員(年金記録問題対応含む)約 lo′ooO人 )

国(厚生労働大臣)から委任・委託を受け、公的年金に係る一

連の運営業務 (適用・徴収・記録管理・相談・裁定・給付など)
を担う。

日本年金機構のシンホ
・
ルマーク

(平成2鮮印月25日決定)
日本国民の公的年金を運営する組織
であることを、「日の丸」の上に「年」
一文字をシンボライズすることで



2。 日本年金機構の組織
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日本年金機構
～お客様へのお約束10か条～

◆日本年金機構 (私たち)の値會は。お害機である国民の管機にも
正 しく硼実に年金をお支払いすることです

◆

摯

たちは'お害機にとって、身近で信頼される組■を目指しま

◆そのために私たちが大切にすること

>お客様の立場に立ち、誡意をもって対応します
>正 しく確実に業務を行います

～私た ちはお詢束 します～

【お客様の立場に立って】
1.わかりやすい言葉で、ていねいにご説明します。
2.年金のご相餞には、お客様にとってプラスとなる「もう一言Jを心がけます。
3.電話It3コール以内に出ます。
4.来所相談や電話:=よるお問い合わせには、迅速にお答えします。その場でお
答えできない場合には、速やかに確認の上、2日以内に確認の状況をL~4絡し
ます。

5。 ご相談て来所されたときのお待たせ時間は、30分以内とすることを目指しま
す。混経時でも、お待たせ時間の短饉に勢めるとともに、待ち時間の目安を表
示します。

6.お知らせ文書や、届出・申請書類は、できるだけわかりやすく、読みやすくしま
す 。

7.お客様のご意見・ご要望を、積極的にサービス改善につなげていきます。
【正しく確実に】
8.迅速な対応により、正しく確実に、できるだけ早く年金をお届けします。 や
9.お饉生月の「ねんきん定期便Jの送付をはじめ、お客様への年金情報提供サ
ービスを充実します。

10.お客様の情報はしっかり管理し、その利用に際しては細心の注意を払います。

以上のお約束について守れたかどうか、毎年の実績をご報告します。

3。 お客様へのお約束 10か条

お問 い合わ せ には鶴実 に対 応 いた します。

○室□綺― 『ねん 雷んダイヤル Jで壺け付 けています。
【ねん 壼ん定期使専用ダイヤル】
0570-o58-555  月～會■ 日  午前 9膊～年■ 8膊まで

:P電■・ p“sか らは  03-0700-1144 ■ 2土ロロ日  午前 0時～●● 5膊まで

【―艘的な年會相臓ダイヤル】
0570-● 5-1165 月 日日 年前 3"30分 一年■ 7聴まで

:P●●・ PHSから13 03-67●●1165 火 -0■ |ヨ  年前 ●
"30分

―午● 5諄 15分 まで
菫 2土■日 午前 9膊 30分 ～年後 4時まで

全国 312ヶ 用の年食事務所及び 51ヶ 所の年倉相饉センターで受け付けて

●月■日 年前 8膊 30カ ～午● 7田まで
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子 ど も・ 子 育 て ビ ジ ョ ン

～子どもの笑顔があふれる社会のために～

平成 22年 1月 29日

※ 「子ども・子育てビジョン」は、少子化社会対策基本法 (平成15年法律第133号 )
第 7条の規定に基づく「大綱」として定めるものである。
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第 1 子どもと子育てを応援する社会に向けて

○ 子どもが主人公 (チル ドレン・ファース ト)

子 ど{)を大切にする社会をつくりたいと思います。それはわた したち人間すべてが

子どもである時代を経て、大人へ と成長する存在だからです。

子 どもは社会の希望であり、未来の力です。子 どもの笑顔があふれる社会は個人の

希望や夢を大切にする社会です。だからこそ社会全体で子どもと子育てを応援 してい

きたいと思います。

子 どもにとつて安全で安心な社会は、すべての人にとつても安全で安心な社会でも

あります。キッズデザインの普及や、質の高い子 どもの居場所づ くりは、日本経済の

活力にもなりえるのです。わたしたちは子ど{)が社会の主体的な ―員であると位置づ

け、その子 どもと子育てを国、地方、企業 (職域 )、 地域、NPO、 家庭、個人など社
会全体で応援する姿勢を明確に打ち出すことで、豊かな日本社会をつ くり続けていき

たいと考えています。

また近年、家庭や家族の形態、親の就業の有無や状況、個人のライフスタイルは実

に多様化 しています。離婚や死別によるひとり親家庭、虐待を受けた千どもたち、障

害のある子 どもたち、定住外国人の子 どもたち、など特別な支援が必要な子どもが増

えています。「教育の格差」「子どもの貧困Jの問題が懸念されている時代だからこそ、
格差や貧困をなくし、その連鎖を防 lLしていくことがわたしたちに求められています。

わた したちは、子どもの権利条約 t〉踏まえ、すべての子どもたちが尊重され、その

育ちが等 しく確実に保障されるよう取 り組まなくてはなりません。

○  「少子化対策」から「子ども・子育て支援」ヘ

そもそも、この国は、子どもを生み育てるという希望がかなえられる社会になって

いるでしょうか。

これまで「少子化対策」として、さまざまな計画の策定や対策が講じられてきまし

た。しかしそれが目に見える成果として、生活の中では実感できない現状にあるので

はないでしょうか。

若者が雇用など将来の生活に不安を抱き、結婚や出産に関する希望の実現をあきら

め、子育て当事者が悩みを抱えながら苦労しているといつた現実があります。
これまで進められてきた少子化対策の視′点からは、真に子ど1)。 若者のニーズや不

安、将来への希望に応える政策を生み出すことはできなかったのです。

わたしたちは当事者の目線で、子ど1)。 若者の育ち、そして子育てを支援すること

を第一に考え、個人が希望を普通にかなえらえるような教育・就労 。生活の環境を社

会全体で整備していかなくてはなりません。
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各種の調査によれば、多くの若者が将来家庭を持つことを望み、希望する子 どもの

数は平均 2人以上 となっています。家庭を築き、子どもを生み育てるとい う個々人の

選択が尊重され、それが実現される社会を築くことが大切です。

子どもと子育てを応援することは、「未来への投資」であり、子ども手当の創設は、

その大きな一歩です。子ども手当等の支援 と教育や保育等のサービスとを「車の両輪」

としてバランス良く組み合わせて、子ども・若者 と子育てを応援する社会をみんなで

作 り上げていきたいと考えています。

○ 生活と仕事と子育ての調和

子どもの成長、子育て、個人の生活、仕事をバラバラに切 り離 して考えることはで

きません。さらに、家庭や職場における男性 と女性の役害1についてもあわせて考えて

いく必要があります。

例えば、我が国の女性の年齢階級別の労働力率をlllれ線グラフにした際に見られる、

いわゆる「M字カーブJを台形型にしていくことは、仕事と生活の調和 (ワ ーク・ラ
イフ・バランス)の実現でもあり、保育サービス等の子育て支援策や、職場や家庭に
おける男女の役害りのあり方とも密接に関連する課題です。
「子 ども 。子育て支援」を進める際には、「男女共同参画」「仕事と生活の調和 (ワ

ーク 。ライフ・バランス)J「子ども 。若者育成支援Jのそれぞれの施策 との密接な連
携を図っていく必要があります。

若者の雇用を確保 し、出産と子育ての環境を整備すると同時に、男性 と女性の仕事

と生活の両方を調和させていくことが、安定的で持続可能な経済社会の実現へとつな

がるものと考えています。

子どもと子育てをみんなで支えるセーフティネットを協力してつくりあげていきた

いと思います。

次代を担 う子 どもたちが健やかにたくましく育ち、子どもの笑顔があふれる社会の

ために、この 「子どt)。 子育てビジョン」は、子ど1)と 子育てを全力で応援 します。
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第2 基本的な考え方

1.社 会全体で子育て を支 える

○ 子どもを大切にする

。 どのような状況にある子ど1)であっても、多様性を尊重し、困難な状況に
対 しての支援を行うことにより、すべての子どもの生きる権利、育つ権利、

学ぶ権利が等しく確実に保障されることを目指します。

○ ライフサイクル全体を通じて社会的に支える

。多様な家族形態や親の就労の有無に関わらず、すべての子どもの育ちと子

育てを切れ日なく包括的に支えます。

○ 地域のネットワークで支える

・ 地域の子育て力を高め、それぞれの地域の特色を生かし、子どもと子育て

を中心として地域のネットワークで支えるとともに、地域の再生を目指し

ます。

2「 希望」 がかなえ られる

○ 生活、仕事、子育てを総合的に支える

。結婚や出産は個人の決定に基づく{〉のであることは言 うまでもありません。

個人の希望する結婚、出産、子育てを実現するという観点から、子どもを

生み育てることに夢を持てる社会を目指します。

○ 格差や貧困を解消する

。 子どもがいる現役 L帯の世帯員の相対的貧困率は、2007年の調査で12.2%、
そのうち、ひとり親世帯については54.3%と なっており、OECD諸 国の
中でも高い水準であることが課題となっています。
・ 親の経済力や幼少期の生育環境によつて、人生のスター トラインの段階か

ら大きな格差が生じ、世代を超えて格差が固定化することがない社会を目

指 します。
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O持 続可能で活力ある経済社会が実現する

。男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな

くその個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を目指しま

す。

・ 若者、女性、高齢者、障害のある者など働く意欲と能力を持つすべての人

の社会参加を実現することにより、活力ある社会が実現します。
・ 将来世代に負担を先送りするのではなく、社会全体で必要な費用を賄 うた

めの負担を行っていくことが必要です。

・ 我が国の合計特殊出生率は、平成17年に1.26と 最低を記録し、平成20年に

は1.37と 3年連続で 11昇 しましたが、この動きが確固たるものになれば、
少子化の流れが反転し、人口の急激な減少スパイラルからの脱却が図られ

ます。

※結婚や出産に関する個人の希望が実現した場合の合計特殊出生率は、175程度になるものと

試算されています。

第 3 3つ の大切な姿勢

1.生命 (いのち)と 育ちを大切 にする

′―スひとグの子どるが幸せた空きる権利、芦つを私 学ぶ権利を大 0/_~ι ま〃

○ 妊娠・出産の安心 。安全と子どもの健康を守るための環境整備や支援を進め

ます

。安心して妊娠・出産できる家庭、地域、社会をつくり、生まれてくる子ど

もたちを歓迎できるよう、妊婦健診や周産期医療など、安心・安全なお産

ができる環境整備や支援を進めるとともに、生涯を通じた女性の健康支援

(リ プロダクティブ・ヘルス/ライツ)を図ります。
・ 子ど1)た ちの健康を守り、親の不安を軽減するため、小児医療の充実を図

ります。

・ 子 どもが欲しくてもできない方々の悩みや苦しみを少しでも軽減するため、

男女を問わず、不妊治療への支援を7itめ ます。
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○ 子ども手当の創設や高校の実質無償化などにより、すべての子どもの健やか

な育ちと教育の機会を確保します

。教育を含む子育て負担の軽減を図りつつ、次世代を担 う子どもたちを社会

全体で支える観点から、「子ども手当」を創設し、高校の実質無償化に取り

組みます。

2 困つている声に応える

′子どもやデ芦て家庭の不安 を解
'肖

ι、″っ凛 :る声こヽ応えまガ

○ 保育所に入れない子どもたちや放課後の居場所のない子どもたちを抱える子
育て家庭に、十分なサービスが提供されるよう環境整備を進めます

保育所の待機児童を一刻も早く解消するため、既存の社会資源 を最大限に

有効活用することなどにより、サービスを拡充するとともに、すべての子

どもがどこに生まれても質の確保 された幼児教育や保育が受けられるよう、

幼児教育、保育の総合的な提供 (幼保一体化)を含めて、子 どもや子育て
家庭の視点に立った制度改革を進めます。

放課後児童対策について、必要とする人がサービスを受けられるよう量的

な整備 とともに、質の改善を図ります。

一人ひとりの子どもの置かれた状況の多様性を社会的に尊重 し (イ ンクルー
ジョン)、 ひとり親家庭の子どもや障害のある子どもなど、特に支援が必要な
方々が安心して暮らせるよう支援するとともに、子どもの貧困や格差の拡大
を防ぎます

。ひとり親家庭 (母子家庭・父子家庭)が安心して暮らせるよう、子育て 。
生活支援、就業支援、経済的支援 (児童扶養手当等)の充実を図ります。
・ 障害のある子どもが他の了‐どもたちと同じようにlllやかに育っていける環
境づくりを行 うとともに、一人ひとりのニーズに応じた一貫した支援を進
めます。

'児童虐待を防止するとともに、社会的養護を必要とする子どもの増加や多
様化に対応するため、家庭的養護の促進や施設機能の見直しなど、社会的
養護の充実を図ります。
・ 多様な家庭や家族の形態に応 じて、また、定住外国人の子どもなど特に配
慮が必要な子どもたちについて、権利擁護ときめ細かな支援を行います。
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3.生活 (く らし)を支える

房 ιl角瞥写 どもの立場Iこ立って、家庭や地域の生活あ″ まガ

○ 子どもや若者が円滑に社会生活に移行できるようにします

社会経済情勢や雇用構造の変化を踏まえ、若い世代への就労・生活 。自立

に向けた支援など、「人生前半の社会保障」の充実を図り、若い世代の生活

基盤を支えます。

ニー トやひきこもり等の困難を有する子ども。若者への支援については、

新たに制定された「子ども 。若者育成支援推進法」に基づく施策の展開を

図ります。

○ 仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バランス)を推進し、いわゆる「M字
カーブ」の解消など、女性が出産や子育てのために仕事をやめなくてもよい

ように、また、出産や子育て後に円滑に仕事に復帰できる社会が実現するよ

う、働き方の改革と職場環境の改善を進めます

政労使の合意による 「仕事 と生活の調和 (ワ ーク・ ライフ・バ ランス)憲
章」及び 「行動指針」を着実に実行に移 し、社会全体として働 き方の見直

しを進めます。

とりわけ若者など就労による経済的自立が可能な働き方ができる社会、結

婚や出産、子育てに関する希望が実現 される社会、性や年齢にかかわらず、

誰もが自らの意欲と能力をもって様々な働き方や生き方が選択できる社会

を目指 します。
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第 4 目指すべ き社会への政策 4本柱 と 12の 主要施策

3つの大切な姿勢を踏まえ、次のような「目指すべき社会への政策 4本柱」と「12
の主要施策」に従つて、取組を進めます。なお、具体的な各種施策の内容については、
「別添 1」 に整理しています。

1.子 どもの育 ちを支え、若者が安心 して成長できる社会ヘ

(1)子 どもを社会全体で支えるとともに、教育機会の確保を
。 子ども手当の創設により、次世代を担う了どもたちを社会全体で支えます。
。高校の実質無償化、奨学金の充実等により、子どもの学びを支援します。
・ 子どもの 「生きる力」を養い、安心して学べる学校の教育環境の整備に取

り組みます。

(2)意欲を持って就業と自立に向かえるように
。非正規雇用対策 (正規雇用への転換促進、非■E規雇用の待遇格差の是正等)

や若者の就労支援の実施 (キャリア教育・職業教育、ジョブカフェ等による

フリーター等の就労支援)を推進します。
。 「子ども 。若者育成支援推進法」に基づくニー トやひきこもり等の困難を

有する子ども。若者への支援に取り組みます。           ・

(3)社会生活に必要なことを学ぶ機会を
。学校 。家庭・地域の取組等を通じて、多様な家庭や家族の形態があること

を踏まえつつ、生命の大切さ、家庭の役害1等についての理解を深めます。
。地域ぐるみで子ど1)の教育に取り組む環境を整備 します。
・ 文化 。芸術活動、自然とのふれあいの場の提供等により、学びや遊びの体

験を通じて豊かな人間性を育成します。

2 妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会ヘ

(4)安心して妊娠・出産できるように
。妊婦健診や出産に係る経済的負担の軽減、新生児集中治療管理室 (NIC
U)の整備等、相談支援体制の整備 (妊娠・出産 。人工妊娠中絶など)等に
より、妊娠 。出産の支援や周産期医療体制 (産婦人科医師、助産師等を含

む。)を確保 します。
・ 不妊専門相談センター、不妊治療に係る経済的負担の軽減等により、男女

を問わず、不妊治療への支援に取り組みます。
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(5) 誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように
。潜在的な保育ニーズの充足も視野に入れた保育所待機児童の解消、多様な

保育サービス (延長保育、休日・夜間保育、病児 。病後児保育、事業所内

保育等)の充実、人口減少地域における保育機能の維持、幼児教育と保育
の質の向Jlを図ります。

・ 保育制度改革を含む新たな次世代育成支援のための包括的 。一元的な制度

の構築については、「明日の安心と成長のための緊急経済対策J(平成21年
12月 閣議決定)及び「新成長戦略 (基本方針 )」 (平成21年 12月 閣議決定)
に基づき、検討を進めます。その際、地域主権を進める観点から地方が主

体的に実施するサービス給付等に係る国と地方の役割分担等の検討を併せ

て行います。
。 上記制度における新たな給付体系の検討等とあわせて、認定こども園制度
の在 り方など幼児教育、保育の総合的な提供 (幼保一体化)の在り方につ
いても検討し、結論を得ます。

・ 放課後子どもプランを推進 し、放課後児童クラブを拡充するとともに、こ

れらのサービスの質の向上を図ることにより、放課後対策に取り組みます。

子どもの健康と安全を守り、安心して医療にかかれるように
。子どもが病気になつても安心して医療にかかれるよう、小児医療体制を整

備するとともに、あらゆる子どもを対象に、一定の窓口負担で医療にかか

れるようにします。
。 こころの健康づくり、「食育」の普及促進、子どもの事故防止等により、子

どもの健康と安全を守ります。

ひとり親家庭の子どもが困らないように
。子育て 。生活支援、就業支援、経済的支援 (児童扶養手当を父子家庭にも支

給)の充実等により、ひとり親家庭を支援します。

特に支援が必要な子どもが健やかに育つように
。障害のある子どものライフステージに応じた一貫した支援の強化、障害の

ある子どもや発達障害のある子どもへの教育と保育などの支援等により、

障害のある子どもへの支援に取り組みます。
・ 児童虐待を防止するとともに、里親やファミリーホームの促進、施設のケ
ア単位の小規模化など家庭的養護の拡充、虐待を受けた子どもへのきめ細

やかな対応等により社会的養護の充実を図ります。
・ 定住外国人の子どもなど特に配慮が必要な子どもたちへの支援を行います。

(6)

(7)

(8)
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3、 多様なネ ッ トワー クで子育て力の ある地域社会ヘ

(9)子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように
・ 乳児の全戸訪間の実施、地域子育て支援拠点の設置促進、ファミリー・サ

ポー ト・センターの普及促進、商店街の空き店舗や余裕教室の活用等によ

り、地域における子育て支援の充実を図ります。
。 NPO活 動への支援、ボランティアの育成、高齢者等の人材活用等により、
地域住民の力の活用、民間団体の支援、世代間交流を促進 します。

(10)子どもが住まいやまちの中で安全・安心に〈らせるように
。良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進、公的賃貸住宅と子育て支援施

設との一体的整備の推進等により、子育てに適したゆとりある住宅・居住

環境の確保をスlり ます。

・ 建築物、公共交通機関、公園等におけるバ リアフリー化、道路交通環境の

整備、子ども日線のものづくりの推進 (キ ッズデザインの推進 )、 交通安全

教育等により、安全に安心して暮らせるよう、子育てバ リアフリーなどを

推進しまサ。

4.男 性 も女性 も仕事 と生活が調和す る社会ヘ
(ワー ク・ ライフ ロバランスの実現 )

(11)働 き方の見直しを
。長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、ライフスタイルに応じた多

様な働き方の推進、テレワークの推進等により、働き方の見直 しに向けた

環境整備を図ります。

・ 男性の育児休業の取得促進等により、男性の子育てへの関わりを促進しま

す。

(12)仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を
・ 育児休業、短時間勤務等を取得しやすい職場環境の整備、育児休業中の経

済的支援、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等により、育児

休業制度その他の両立支援制度の普及・定着及び継続就業を支援するとと

もに、子育て女性等の再就職支援を図ります。
。男女が職場で十分に能力を発揮 しつつ、子どもを生み育てながら安心して

働き続けられる職場環境となるよう、男女雇用機会均等の確保を図るとと

もに、「Fpl一価値労働同一賃金」に向けた均等・均衡待遇を推進 します。

・ 企業経営者等の意識改革、積極的取組企業の社会的な評価の推進など、企

業等における取組の「見える化」によりもう一段の取組を推進します。

-10-



‐ 第 5 今後の取組 に向けた推進方策

1 政府を挙げた取組
・ 本ビジョンに基づき、政府を挙げて、子どもを生み育てることに夢を持てる社

会の実現のための施策を強力に推進します。

・ 省庁横断的な観点から、総合性と一貫性を確保するため、子どもや子育てに係

る施策間の整合性や連携を図る取組を進めるとともに、「子ども家庭省 (仮称)」

の検討など、省庁のあり方について {)検討します。

・ 男女共同参画、仕事と生活の調和 (ワ ーク・ライフ・バランス)、 子ども・若

者育成支援等の重要政策とともに一体的な取組を進めます。

2 数値目標
。今後、 5年間を目途 (平成26年度)と して、「別添 2」 に掲げられた数値 目標
を目指します。

' 必要な費用については、次世代の負担 とすることなく、公費負担、事業主や個
人の子育て支援に対する負担 。拠出の組み合わせにより支えていきます。
・ 具体的には、毎年の予算編成において、厳しい財政状況を踏まえつつ検討 し、

限られた財源の中で効果的かつ効率的に必要な社会的基盤の整備を図ります。

3 社会全体における理解と広がりをもった取組
。社会全体における理解と広がりをもった取組の促進のため、職場、家庭、地域、

学校等における取組を促進するとともに、広く社会に向けた情報発信を行いま

す。

4 地域の実情に応じた取組
。各地方公共団体が定める次世代育成支援行動計画等に基づき、地域の実情に応

じた施策の展開を図ります。
。地方公共団体における子ども関連施策を担当する部署の横断的な連携の仕組

みを強化します。

5 点検 ,評価と本ビジョンの見直し
。 関連施策については、定期的に進捗状況を点検・評価するとともに、その結果
に基づき、必要な見直しを行います。その際、子どもや子育て家庭の視点に立

つた点検・評価という視点を重視 します。
。本ビジョンについては、施策の進捗状況とその効果、社会経済情勢、子どもの

貧困率など子育て家庭の状況その他子どもと千育てをめぐる状況等を踏まえ、

おおむね 5年後を目途に見直しを行います。

―
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施 策 の 具 体 的 内 容

1 子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会ヘ

(1)子どもを社会全体で支えるとともに、教育機会の確保を

《子声て多拷筆蒻て支える》

□子ども手当の倉1設

。 次代の社会を担 う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点か

ら、中学校修了までの子どもたちを対象として「子ども手当」を創設しま

す。

《子どもの学びを支援する》

日高校の実質無償化

・ 公立高校生については授業料を徴収 しない()の とするとともに、私立高
校生等については高等学校等就学支援金を支給します。

日奨学金の充実等

・ 能力があるにもかかわらず、経済的な理由により修学が困難な者に対す

る奨学金や授業料の減免などの支援を行います。

□学校の教育豪童の整備
。 「生きる力」をよリー層はぐくむことを目指すとともに、学校の教育環
境の整備を推進します。
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(2)意欲を持つて就業と自立に向かえるように

《若者の如 ■ /_‐生活ど就労
=こ
″″/_―支援

=こ
″グ″む》

□非正規雇用対策の推進

・ 意欲と能力に応じ、非正規雇用から正規雇用へ移行できるようにすると

ともに、就業形態にかかわらず、公正な処遇や能力開発の機会が確保され

るようにするなど、非正規雇用対策を推進します。

□若者の就労支援

・ 仕事と生活の調和の視点も含めた勤労観 。職業観や社会的・職業的自立
に必要な能力等をはぐくむキャリア教育・職業教育、ジョブカフェ、ジョ

ブ 。カー ド制度などによるフリーター等への就労支援など、包括的な若者

支援に取り組みます。

□子ども。若者育成支援推進法に基づく支援

・ 子ども。若者育成支援推進法に基づき、教育、福祉、保 i7e、 医療、矯正、

更生保護、雇用等各関連分野における施策の総合的推進や、ニー トやひき

こもり等の困難を有する子ども。若者への支援を行 うための子ども。若者

支援地域協議会の設置促進を図ります。

(3)社会生活に必要なことを学ぶ機会を

く察誘り糊は 、家庭の役割等 rこつι:ての理解 を深める》

□妊娠や家庭・家族の役割に関す る教育 。啓発普及

・ 妊娠や不妊治療、家庭・家族の役害1について早くから情報提供が行われ

るように啓発普及を図りまづ。特に、妊娠や家庭。家族の役割については、

発達の段階を踏まえ、学校段階からの教育の推進を図ります。

□乳幼児とふれあ う機会の提供

。 保育所、児童館、保健センターなどの公的施設等を活用 して、中・高校

生等が7L幼児と出会いふれあ う機会を広げるための取組を推進 します。

□学校 :家庭 :地域における取組の推進
。 学校・家庭・地域において、生命の大切さや家庭 。家族の役害1、 保育体
験を含む子育て理解等に関する教育を推進 します。
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□「家族の日」「家族の週間」等を通じた理解促進
。 多様な家庭や家族の形態があることを踏まえつつ、「家族の日」(11月

第 3日 曜日)や「家族の週間J(家族の日の前後 1週間)における啓発や、

地域や企業の取組等の表彰を通じて、家族や地域の大切さ等について理解

の促進を図ります。

□家族形成に関する調査・りF究等

・ 家族形成に関する調査・研究及び事例収集・分析を通じて、政策的対応

に向けた検討を行います。

《学びや体験 劾 配 豊かなス聞性を育成チる》

□地域ぐるみで子どもの教育に取り組む環境の整備

・ 学校支援地域本部や放課後子ども教室等の実施により、地域 ぐるみで学

校を支援し子 どもたちを健やかにはぐくむ活動を推進するとともに、家庭

教育に関する地域人材を養成し、相談対応や学習機会の提供など、家庭の

教育力の向上に向けた取組を推進します。

□消費者教育等の推進

・ 学校・家庭・地域において、消費者教育・金融経済教育を推進 します。

□地域や学校における体験活動

・ 子どもたちと地域社会 との関わりを深め、豊かな人間関係を形成できる

よう、全国の小 。中 。高等学校において、自然体験活動や集団宿泊体験、

奉仕体験活動などの様々な体験活動を行 う機会を提供します。

□文化・芸術活動

・ 優れた舞台芸術の鑑賞や文化芸術活動への参加を促進 します。また、民

俗芸能や茶道、華道などの伝統文化を体験できる機会の提供を支援します。

□自然とのふれあいの場

。 国立公園等の豊かな自然の中で自然や環境の大切さを学ぶ機会の提供や、

こどもエコクラブ事業による環境保全活動や環境学習を行 うことへの支援

を通 じて、自然とのふれあい施策を推進 します。

□農林水産業の体験や、都市と農山漁村との交流体験

, 森林等の豊かな自然環境、地域の資源を活用 した農林漁業体験や自然体
験などの多様な体験活動の取組を推進 します。
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□子どもの遊び場の確保 (公園、水辺、森林)       _
。 都市公園、河り||や海辺、森林などで、子どもが身近な自然に安心してふ
れあうことができ、安全で自由に遊べるよう、環境整備を推進 します。

2 妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会ヘ

(4)安心して妊娠・出産できるように

《妊娠・出産の支援体制、周産期医療体″を確保する》

□妊婦健診や出産に係る経済的負担の軽減

・ 出産に係る経済的負担の軽減を図るとともに、市町村による妊婦等に対

する早期の妊娠届出の勧奨や妊婦健診の公費負担などにより、妊娠の健康

管理の充実及び経済的負担の軽減を図ります。

□周産期医療体制の整備・救急搬送受入体制の確保

・ 地域における周産期医療の中核となる総合周産期母子医療センター及び

それを支える地域周産期母子医療センター等への支援 (新生児集中治療管

理室 (NICU)の 整備等)、 周産期医療に携わる医師・助産師等の確保、
救急搬送受入体制の確保を図ります。

□産科医療補償制度

。 すべての分娩機関が産科医療補償制度に加入し、分娩に関する紛争の防

IL。 早期解決を図るとともに、原因分析による将来の同種事例の防止に役

立つ情報の提供などにより、産科医療の質の向上を図ります。

ロマタニティマークの普及啓発
。 妊婦健診J_l適正な受診や妊娠の届出について周知を図るとともに、社会

全体で妊産婦に対するやさしい環境をはぐくんでいく「マタニティマーク」

の普及を図ります。

□相談支援体制の整堕 (妊娠 。出産ゝ△工妊娠中絶等 )
。 化涯を通じた女性の健康支援 (リ プロダクティブ・ヘルス/ラ イツ)の
視点から、妊娠・出産や人上妊娠中絶等の悩みを抱える者に対して、訪問

指導等の母子保健事業を活用 した相談支援のほか、「女性健康支援セン

ター」等での相談援助体制の整備を図ります。
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《不妊治療への支援
=こ
″ 粥飩》

□不妊専門相談センター

・ 男女を問わず、不妊治療に関する情報提供や相談体制を強化するため、
不妊に関する医学的な相談や不妊による心の悩みの相談等を行う不妊専門

相談センターの整備を図ります。

□不妊治療に係る経済的負担の軽減等

・ 不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額の医療費がかかる不妊治

療 (体外受精、顕微授精)に要する費用に対する助成を行 うとともに、適
応症と効果が明らかな治療には医療保険の適用を検討し、支援を拡充しま

サ。

また、不妊治療における安全管理のための体制の確保が図られるように

します。                        ｀

(5)誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように

《時機児童の解
'肖

や幼児教育とβ訪 照診 向上毎 留る》

□保育所待機児童の解消

・ 就労希望者の潜在的な保育ニーズに対応し、就労しながら子育てしたい
家庭を支えるため、保育所待機児童の解消を図ります。

とりわけ、待機児童の 8割を占める 3歳未満児の公的保育サービスの利

用害1合については、平成 21年度末には対象児童の 24%、 潜在的な保育
需要を合わせると、平成 29年度には44%に達すると見込まれています。
このため、女性の就業率が段階的に上昇することを勘案し、平成 26年
度までに 35%の保育サービス提供割合を目指し、潜在需要にも対応した
待機児童の解消を図ります。

その際、保育所の整備に加えて、小中学校の余裕教室や幼稚園等の既存

の社会資源の活用、賃貸物件を活用した保育所分園の整備、家庭的保育の

拡充などを推進し、計画的に公的保育サービスの受入児童数の拡大を図り

ます。

□多様な保育サービスの提供

。 働き方の多様化などによる保育ニーズに対応するため、延長保育、休日
保育、夜間保育、病児 。病後児保育、複数企業間での共同設置を含む事業

所内保育等の多様な保育サービスの拡大を図ります。
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□家庭的保育 (保育ママ)の普及促進
・ 家庭的保育 (保育ママ)の担い手の育成や環境整備についての支援を充

実し、その普及促進を図ります。

□幼児教育と保育の質の向上

・ 教育基本法等に基づき改訂された りJ稚園教育要領」の円滑な実施を図

るとともに、教員研修や学校評価等の充実を図ります。

また、「保育所保育指針」及び「保育所における保育の質の向上のための

アクションプログラム」に基づき、保育実践の改善・向上、子どもの健康

及び安全の確保、保育士等の資質・専門性の向上を図ります。

□幼保三f/1化 を含む新たな次世代育成支援の上めの包括的 :三 7L堕 生市J度の

構築

・ 保育制度改革を含む新たな次世代育成支援のための包括的 。一元的な制

度の構築については、すべての子どt)の健やかな育ちを基本に置きつつ、

社会全体で費用を負担する仕組みにより財源確保を図りながら、「明日の安

心と成長のための緊急経済対策」(平成21年 12月 閣議決定)及び「新成長戦

略 (基本方針)J(平成21年 12月 閣議決定)に基づき検討し、平成 23年通
常国会までに所要の法案を提出します。その検討にあたつては、地域主権

を進める観点から地方が主体的に実施するサービス給付等に係る国と地方

の役割分担等の検討を併せて行います。

・ 新たな次世代育成支援のための制度体系の検討等とあわせて、認定こども

園制度の在り方など、幼児教育、保育の総合的な提供 (幼保一体化)の在

り方についても検討 し、結論を得ます。

【新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けての

検討事項】

・ 育児休業～保育～放課後対策への切れ日のないサービス保障

・ 市町村の責務の下、利用者への例外ないサービス保障等による利用

者本位の仕組み

・ 多様なサービスメニューと客観的基準による指定制の導入等によ

る潜在需要に対応した事業者の参入促進

・ サービスの質の向上
・ 基礎自治体 (市町村)力 実`施主体

・ 社会全体 (国 。地方 。事業主 ,本人)に よる費用負担

※例えば、フランスでは、「全国家族手当金庫」により、子育て支援

に係る財源を一元的に管理する仕組みとなっています。
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《放課凌競策■こ取 鉤 舵 》

□ 堕 課後子どもプラ∠ (放課後児童クラブ 。放課後子ども教室)」 の推進

。 「放課後子 ど1)プランJな どの取組について、全小学校区での実施を図
るため、放課後児童クラブと放課後子ども教室を連携 して実施する総合的

な放課後児童対策を推進します。

□放課後児童クラブの充実

・ 就労希望者の潜在的なニーズに対応 し、放課後児童クラブを利用したい
人が必要なサービスを受けられるよう、受入児童数の拡充を図ります。

対象児童 (小学校 1～ 3年)の うち、放課後児童クラプを利用する者の
割合については、潜在需要を合わせると、平成 29年度には 40%に 達す
ると見込まれていますが、平成 26年度までに 32%の サービス提供害1合
を目指 します。

また、放課後児童クラブを生活の場としている子どもの健全育成を図る

ため、「放課後児童クラブガイ ドライン」を踏まえ、放課後児童クラブの質

の向上を図ります。

(6)子 どもの健康と安全を守り、安心 して医療にかかれるように

《イl児医療体制を″深ナる》

□小児医療の充実

・ 休 日・夜間も含め、小児救急患者の受入ができる体制を整備 します。

また、子どもについては、親の保険料の滞納状況にかかわらず、一定の

窓口負担で医療にかかれるようにします。

□小児1曼性特定疾患治療研究事業等

・ 小児期における小児がんなど特定の疾患の治療について確立と普及を図

るため、小児慢性特定疾患治療研究事業を推進するほか、未熟児の養育医

療費の給付等を行います。

《デどもの健康 と安全をする》

□予防接種

・ 定期の予防接種を円滑に受けられるような環境の7ft保に努め、伝染のお

それがある疾病の発生及びまん延の予防を図ります。
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□こころの17t康づくり

。 児童思春期における心の問題に対応できる小児神経科、児童精神科等の

医師の養成を図るとともに、精神保健福祉センター、児童相談所などにお

ける専門相談の充実を図ります。

また、児童生徒の心身の健康相談や健康教育の充実を図ります。

□性に関する科学的な知識の普及と発産段階に応 じた適切な教育

・ 思春期の人工妊娠中絶やHIV感 染症を含む性感染症問題に対応するた
め、学校や保健所等において、健康教育や電話相談等を行 うことにより、

人間としてそれぞれの性を尊重すること等正しい理解の推進 と性に関する

科学的な知識の普及を図ります。

□ 「食育Jの普及促進
。 子どもたちが、食に関する正しい知識と望ましい食習 l_Rを身に付け、豊か
な人間性をはぐくめるよう、家 17t■ 。学校・保育所 。地域等が連携 した「食育」

の取組を推進します。

□子どもの事故防止

・ 家庭内における子どもの事故防止について、母子保健事業等の機会を活
用 し保護者に周知 。指導を行 うほか、建築物、公園等の施設や製品などに

関する子 どもの事故情報の収集・調査や情報提供により、事故の未然 。再

発防止及び安全性の向上を図ります。

さらに、子 どもの事故防止について、国自らの取組を加速イヒ。重点化す

るとともに、家庭、学校、サークル、消費者団体、事業者、自治体等の取

組を促進する 「子どもを事故から守る !プロジェクト」を展開 します。

□犯罪等の被害の防止

・ 学校、家庭や PTA等 の団体、地域住民、関係各機関等が連携 し、地域
ぐるみで子 どt)の安全を守る環境の整備を推進 します。

また、子ども自らが安全な行動をとれるようにするための安全教育の取

組を推進 します。

□子どもの健康に影響を与える環境豊因の解明        ,
。 子どもの成長・発達に影響を及ぼす環境要因 (環境中の化学物質の曝露、
生活環境等)を解明し、子どもが健やかに育つ環境の実現を目指すため、
「子 どもの健康 と環境に関する全国調査 (エ コチルFJ5査 )」 を実施 します。
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(フ )ひ とり親家庭の子どもが困らないように

《ひと外 務 暫 への支援 を推進する》

□子育て・生活支援

・ 保育所の優先入所やヘルパーの派遣などによる子育てや家事支援などを

推進 します。

□就業支援

・ 母子家庭等就業 。自立支援センターやハローワーク等による就業支援、

職業訓l練などによる資格・技能の取得支援、在宅就業等を推進 します。

□経済的支援の充実

。 児童扶養手当について、母子家庭だけでなく父子家庭にも支給すること

とするとともに、母子家庭の自立を支援する観点から、母子寡婦福祉貸付

金の貸付け等の充実を図ります。

また、平成 21年 12月 に復活した生活保護の母子加算を引き続き支給
します。

□養育費の確保

。 養育費相談支援センターや母子家庭等就業 。自立支援センター等におい
て、養育費に関する専門知識を有する相談員が、養育費の取り決め等につ

いて相談・情報提供を行うとともに、養育費相談支援センターにおいて相

談員の研修等を実施 します。

(8)特に支援が必要な子どもが健やかに育つように

《鷹
=の
ある子ど

`へ
の支援

=こ
″ %詑沙

□障がい者制度改革推進本部における取組

・ 障がい者制度改革推進会議の議論を踏まえて、障害のある子どもの支援
を含む障害者制度の改革を推進します。

ロライフステージに応 じた一貫した支援の強化

・ 地域において障害のある子どもとその家族を支えていく体制を整備する

とともに、子L児期、就学前、学齢期、青年期、成年期などライフステージ

に応 じて、保健 。医療・福祉 。教育・就労などの連携した支援を行います。
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□障害のある子どもの保育

・ 障害のある子どもの専門機関である障害児通園施設や児童デイサービス

について、地域への支援を強化する観点から支援を行 うとともに、子ども

の育ちに必要な集団的な養育のため、保育所や幼稚園等における障害のあ

る子どもの受入れ体制の整備促進を図ります。

□発達障害のある了どもへの支援の充実

・ 発達障害のある子どもの早期発見、早期の発達支援、ライフステージに

対応する一貫した支援や家族への支援など、地域における支援体制の充実

を図ります。

□特別支援教育の推進

。 インクルーシブ教育システムの構築という障害者権利条約の理念を踏ま
え、発達障害を含む障害のある子ども一人ひとりのニーズに応じた一貫し

た支援を行 うために、関係機関等の連携により学校現場における特別支援

教育の体制整備を進めるとともに、教員の特別支援教育に関わる専門性の

向上等により、特別支援教育の推進を図ります。

《児童虐″′防止するととる/_―、を自廃轟財 充実 する》

□児童虐待防止に向けた普及啓発 (オ レンジリボン 。キャンペーン)
・ 児童虐待の現状を広く国民に周知するとともに、オレンジリボン・キャ

ンペーン等の啓発活動により、社会全体として児童虐待を防止する機運を

高めます。

□児童虐待の早期発見・早期対応

・ 市町村における「子どもを守る地域ネットワーク (要保護児童対策地域

協議会)Jの機能強化を図るとともに、相談、支援を行う児童福祉司等の確

保などにより児童相談所の体制強化を図ります。

また、保育所や幼稚園、小・中学校等の関係機関における職員等の対応

スキルの向上により、児童虐待の早期発見・早期対応体制の充実を図りま

す。

□家庭的養護の推進

。 児童養護施設等の施設のケア単位の小規模化の推進、里親や小規模住居
型児童養育事業 (フ ァミリーホーム)の拡充など家庭的養護を推進します。
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□年長児の自立支援策の拡充

。 児童 自立生活援助事業 (自 立援助ホーム)な どの拡充、施設を退所した
者等に対する支援の充実を図ります。

□社会的養護に関する施設機能の充実

・ 専門的なケアや自立支援に向けた取組、継続的 。安定的な環境での支援

の確保等、子どもの状態や年齢に応 じた適切なケアを実施できるよう、現

行の施設機能の在 り方の見直しや体制の充実について検討 します。

□施設内虐待の防止

・ 改正児童福祉法 (平成 21年 4月 施行)を踏まえ、児童養護施設等に入
所する児童の権利擁護の強化や、基幹的職員 (スーパーバイザー)の養成
研修などケアの質の確保のための取組の推進などにより、施設内虐待 (被

描置児童等虐待)の防止の徹底を図 ります。

《定書外国人の子どる/J‐ど特
=こ
配慮カミ必要なデどう/_― ちへの支援を推進 する》

□定住外国人の子どもに対する就学支援

, 「定住外国人支援に関する対策の推進について」(平成 21年 4月 )に基
づき、経済上の問題から就学が困難 となっている定住外国人の子 ど1)た ち

に対する就学支援を引き続き推進 します。

□自死遺児への支援

。 自殺により家族等を失つた遺児への支援を充実するため、自死遺児支援

に携わる民間団体等に対する研修の充実を図ります。

《子どもの貧困率への取組 ´″う》

□子 どもの貧困率について

。 子どもの貧困率について、継続的に調査を行いその状況を把握するなど、

必要な対応を進めます。
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3 多様なネットワークで子育て力のある地域社会ヘ

(9)子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように

《地域 /_~お /妬 子芦て支援の拠点等の整″及び機虜の九実 を″ る》

□平L児の全戸訪問等 (こんにちは赤ちゃん事業等 )

。 手L児家庭全戸訪問事業 (こ んにちは赤ちゃん事業)を実施するとともに、
保護者の養育を支援することが特に必要な家庭に対 しては、養育支援訪問

事業等の適切なサービスの提供を行 うなど、切れ日のない支援体制を確立

しまづ。

また、出産前において支援を行 うことが必要な妊婦に対 し、訪問等の支

援を行います。

□地域子育て支援拠点の設置促進

。 子育て家庭等の育児不安に対する相談・指導や、親子が気軽に集 うこと

のできる場を提供するなどの地域の子育て支援拠点 (ひろば型、センター

型、児童館型)の設置を促進 します。

ロファミリー・サポー上・センターの普及促進

。 平L幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員とし

て、送迎や放課後の預か り等の相互援助活動を行 うファミリー・サポー

ト・センターの普及促進を図ります。

また、病児・病後児の預かりや送迎等の取組についても普及を図ります。

□一時預かり、幼稚園の預かり保育

・ 就労形態の多様化に対応する一時的な保育や、専業主婦家庭等の一時的

に子育てが困難となる際の保育等に刻応する一時預かリサービスを拡充す

るとともに、幼稚園の預かり保育を推進します。

□商店街の空き店舗や小中学校の余裕教室や幼稚園等の活用
。 商店街の空き店舗や小中学校の余裕教室や幼稚園等を活用 し、地域にお

ける子育て支援や親子交流等の機能を担う場の設置を促進します。

□子育て総合支援コープィネーター

。 子育て家庭が適切なサービスを選択 し利用できるように、市町村におけ

る子育て支援総合コーディネー ト機能の充実を図ります。
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《地域住民の 物 活用、民間g体の支援、βR間交流 を促進 ιます》

□NPO活 動等の地域子育て活動の支援
。 地域子育て創生プロジェクト (安心こども基金)の活用等により、子育
て支援活動を行うNPOや 育児 。子育てサークル等の設立支援や養成、ボ
ランティアの育成などを行い、子育て支援活動に対する地域の多様な活動

を支援します。

□地域の退職者や高齢者等の人材活用 。世代間交流

・ 退職者や高齢者等が地域における子育ての担い手として活躍できるよう

支援するとともに、世代間交流の促進を図ります。

□企業参加型の子育て支援

・ 商店街や企業の協賛を得ながら実施しているパスポー ト等事業を普及さ

せるなど、企業参加型の子育て支援の取組を促進します。

□官民連携子育て人材育成

。 子育て支援に関するNPOの 活動に従事する者の連携の推進を図るとと
もに、自治体、経済界、労働界、企業等における仕事と生活の調和や子育

て支援を推進するリーダーを育成します。

(10)子 どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように

《子芦 Ctこ適 ι/_―″薯 ″層佳環境の″編ど留る》

□融資、税制を通じた住宅の取得等の支援

。 子育て世帯が子育てに適 した住宅を取得 し、又は子どもの成長に応 じ、
増改築や改修をしやす くできるよう、融資や税制等を活用 し、子育てに適

したゆとりある住宅の確保をⅨIり ます。

□良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進

, 地域優良賃貸住宅制度や民間供給支援型賃貸住宅制度等により、子育て
世帯等を対象とした優良な賃貸住宅の供給を支援 します。

□公的賃貸住宅ス トックの有効活用等による居住の安定の確保

。 公的賃貸住宅において、事業主体による子育て世帯等に対する当選倍率
優遇等の対応を推進 します。
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□公的賃貸住宅と子育て支援施設 との一体的整備等の推進
。 公的賃貸住宅・団地の建替え等に際 し、保育所等との合築・併設を推進
します。

また、子育て世帯等の居住安定確保に資する先導的取組に係る提案を募

集し、その実現・普及を支援 します。

□街なか居住等の推進

。 職住近接で子育てしやすい都心居住、街なか居住を実現するため、住宅
の供給や良好な住宅市街地などの環境整備を行います。

《安全 /導記 :ι 曜 認 なるよ う、デ芦てノfグアフグーなどを推進 ナる》

□子育てバ リアフリーの推進

・ ユニバーサル・デザインの考え方を踏まえ、都市公園や公共性の高い建
築物、公共交通機関における旅客施設や車両等において、段差の解消や子

育て世帯にやさしい トイレの整備等のバリアフリー化を推進 します。

□道路交通環境の整備

・ 歩行空間のバ リアフリー化及び通学路における安全 。安心な歩行空間の

確保を図るとともに、あんしん歩行エ リアにおける面的な交通事故対策を

推進 します。

□交通安全教育等の推進

・ 子 どもの発達段階に応 じた交通安全教育を推進するとともに、チャイル

ドシー トの正 しい使用の徹底や、幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及

などを図 ります。

□子ども日線のものづくりの推進 (キ ッズデザィンの推進 )
。 子 どもの安全・安心と健やかな成長発達につながる生活環境の創出を目

指すため、子どもの目線でのものづくりを推進 します。
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4 男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ (ワーク・ライフ・バランスの実現 )

(‖ )働き方の見直しを

《f笏教拗わ輝制、テレワークの活用義 働き方のダ直ι/_~″″/_―環境整備を
どる≫

□J仕事と生活の調和 (フニク・ライフ・バランス)憲章」。「仕事と生活の調
和推進のための行動指針」に基づく取組の推進

。 「仕事と生活の調和 (ワ ーク・ライフ・バランス)憲章」及び 「仕事と
生活の調和推進のための行動指針」に基づき、政労使、地方公共団体等が

密接に連携しながら、「仕事と生活の調和 (ワ ーク・ライフ・バランス)」

の実現に向け、総合的な取組を推進 します。

□長時間労働の抑制及び年次有給体Π限の取得促進

。 長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進等、労働者の健康 と生活に

配慮 し、多様な働き方に対応できるような労使の自主的な取組 (労働時間

等の設定の改善)について、事業主等が適切に対処するために必要な事項
を定めた「労働時間等見直しガイ ドライン」(労 lll時間等設定改善指針)を

周知 します。

また、長時間労働の抑制のための重点的な監督指導等を実施 します。

□労働時間等の設定の改善に取り組む中小企業に対立る支援・助成
。 中小企業における労働時間等の設定改善を促進するため、助成金の支給

などの支援を行います。

ロライフスタイルに応 じた多様生lllJき 方の選択肢の生保

・ 育児・介護休業、短時間勤務、短時間正社員制度等の企業への制度導入 。

定着により多様な働き方を推進するとともに、パー ト労働者の均等 。均衡

待遇の推進、働く意欲 と能力のある女性の再就 1哉や就業継続の支援の促進

など、多様な働き方を選択できる条件を整備 します。

ロテレワークの推進

・ 子育てや仕事と生活の調和等の観点から、情報通信技術を活用 した、時

間と場所にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークについて普及促進

を図 ります。
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□農業経営体等における女性が働きやすい環境づくりの推進

・ 農山漁村において、仕事と子育ての両立が図られるよう、実態調査や普

及啓発等を通じ、子育て期の女性が働きやすい環境づくりを推進します。

Cttα 扉 だ への開わ グ′促進 ナる≫

□男性の育児体業の取得促進 (パパ 。ママ育休プラス)

。 父親も子育てができる働き方の実現に向けて、父母がともに育児体業を

取得する場合に育児休業取得可能期間を延長する「パパ・ママ育休プラス」

(日 本版「パパ・クオータ」)な どの制度の周知と定着を推進し、男性の育

児休業の取得促進を図ります。

□父親の育児に関する意識改革、啓発普及

・ 父親の育児休業に関する啓発資料や育児体業体験記による周知等により、

男性の育児に関する意識改革や啓発普及を促n_Eし ます。

□男性の家事・育児に関する意識形成

。 男女が協力して家事・育児に参画することの重要性について、若い頃か

らの教育・啓発を通じて意識形成を図ります。

(12)仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を

0新 休業制度そのをの両立支援制度の普及・定着及 ひ紹続財業の支援ととる/_~.
子芦a敏時初 再就職支援を図る》

□育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着
。 育児休業、子育て中の短時間勤務 。所定外労働の免除、子の看護休暇等

の育児 。介護休業法に基づく制度について、有期契約労働者を含め周知を

図るとともに、企業の制度として定着するよう、指導を徹底します。

また、育児体業給付により、育児休業中の経済的支援を行います。

□両立支援制度を利用しやすい職場環境の整備
。 両立支援制度を利用しやすい職場環境を整えるとともに、法に定める最

低基準を上回る制度の導入を促進するため、事業主に対する助言や助成等

の支援を進めます。
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□宣児佐芸の取得等を理由とする不利益取扱いの防止

。 妊娠・出産、育児休業等の取得などを理由とする解雇その他の不利益な
取扱いの防止に向け、周知や相談を充実するとともに、企業への指導を徹

底します。

また、育児休業申出書及び育児休業取扱通知書を普及し、一層の改善を

図ります。

□妊娠中及び出産後の健康管理の推進

。 企業における妊娠中及び出産後の健康管理の整備を進めるととt)に 、医
師等の指導事項を的確に伝達するための母性健康管理指導事項連絡カー ド

の活用等により、妊娠中及び出産後の女性労働者に対する適切な健康管理

の推進を図ります。

□子育て女性等の再就職支援 (マザーズハローワーク事業)

。 子育て等のために離職した者の再就職を総合的かつ 一貫して支援するた

め、マザーズハローワーク事業による再就職支援の充実を図ります。

□男女雇用機会均等の確保 [こよる就業継位の支援

・ 男女が職場で十分に能力を発揮しながら、出産 。子育てができる環境整

備の観点から、公正公平な人事評価・処遇を含む企業におけるポジティブ。

アクションの普及促進を図ります。

《企業3/_諄拗%取組の 砺材 るんノ/_よ グ
`タ

ー″の取組 ど推進 する≫

□企業経営者等の意識変革

・ 企業とそこで働く者が、協調して生産性の向上に努めつつ、職場の意識
や職場風土の改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り組めるよう、企業

経営者等の意識変革を図るための研修や周知啓発等を図ります。

□一般事業主行動計画 (次世代育成支援対策推進法)の策定 。公表の促進
・ 企業における次世代育成支援に関する取組が推進されるよう、中小企業

を含め、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定を

促進 します。また、一般事業主行動計画及び企業の次世代育成支援の取組

全体の公表を促進します。
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□次世代認定マーク (く るみん)の周知・取組促進
・ 次世代認定制度及び次世代認定マーク (く るみん)の広報・周知に努め、

企業が認定の取得を目指して、次世代育成支援対策の取組に着手するよう

インセンティブを高めます。

また、認定企業の取組の好事例にういて、幅広く発信し、更なる企業の

次世代育成支援の取組を促進します。

□顕彰制度等による積極的取組企業の社会的な評価の推進

。 「均等・両立推進企業表彰」(フ ァミリー・フレンドリー企業部門表彰な
ど)の顕彰制度等により、積極的取組企業の社会的な評価を推進します。

□入札手続等における対応

。 仕事と生活の調和等の企業の取組を促進するため、入札手続時において

競争制限的とならないよう留意しつつ企業努力を反映するなど、インセン

ティブを付与することについて、検討 します。
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施 策 に 関 す る 数 値 目 標

(注 1)市町村の二―ズ調査の集計結果を基に設定しており、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を視野に入れた数値目標である。
(注 2)平成 29年度に44%に達する3歳未満児に関する潜在的な保育需要を満たすため、女性の就業率の上昇を勘案し、平成26年度までに35%の保育サービス
提供割合 (3歳未満)を目指し、潜在需要をも含めた待機児童解消を図るものである。

(注 3)新たな次世代育成支援のための包括的・―元的な制度の構築を視野に入れる必要がある。

(注 4)平成 29年度に40%(小 学1～ 3年サービス提供割合)に達する潜在需要に対し、平成26年度までに32%の サービス提供割合を目指すものである。

項 目
現 状

(平成20年度)
※もしくは直近のデータ

目 標
(平成26年度 )

新生児集中治療管理室 (NICU)病 床数
(出生 1万人当たり)

22 4床 25～ 30床

不妊専門相談センター 55都道府県市 全都道府県・指定都市・中核市

平日桓間の保育サービス (注 1)

認可保育所等

(3歳未満児)

215万 メ、(H21年度見込み)

(75万人)

241万 人 (注 2)

(102万人 )

|

1家庭的保育 (内数)
1

0 3万 人 (H四 年度見込み) 1 9万 人 は2)

延長纂の保育サー ビス (注 1)

延長保育等 79万 人 (H21年度見込み) 96万人

卜間鯖輌鋤 77か所 280か 所

|ト ワイライ トステイ (内数)
|

304か 所 410か 所

その仕1の保育サー ビス (注 1)

休日保育 7万人 (H21年度見込み) 12万人

病児・病後児保育 延べ 31万人 延べ 200万 人
※体調不良児対応型は、すべての保育所において取組を推進

認定こども園 358か 所 (H214) 2, 000か 所以上 (H24年度)は 3)

放課僣子どもプラン
「放課後子どもプラン」などの取組が、全国の
小学校区で実施されるよう促す (H24年度)

放課後児童クラブ は1) 81万 人 (H215) 111万 人 (注 4)

放課後子ども教室 8, 719か 所 (H214)
「放課後子どもプラン」などの取組が、全国の
小学校区で実施されるよう促す (H24年度)
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項 目
現 状
(平成20年度 )
※もしくは直近のデータ

目 標
(平成26年度 )

常時診療体制が確保されている
Jヽ児救急医療圏数

342地 区 全小児救急医療圏
(※ 364地域 (平成20年9月 1日現在))

ひ と 親家庭への支援

自立支援教育訓練給付金事業 88 7% 全都道府県・市・福祉事務所
設置町村

高等技能訓練促進費等事業 フ4. 3% 全都道府県・市・福祉事務所
設置町村

会Ⅳ)養護の充実

里親の拡充

里親等委託率 10 4% 16%

専門里親登録者数 495世 帯 800世 帯

養育里親登録者数
(専門里親登録者数を除く)

5, 805世 帯
(H21 10)

8,000世 帯

小規模住居型児童養育事業 (フ ァミリー
ホーム ) 140か 所

児童養護施設 56フ か所 610か 所

小規模グループケア 446か 所 800か 所

地域小規模児童養護施設 1フ 1か所 300か 所

児童自立生活援助事業 (自立援助ホー
ム ) 54か 所 160か 所

ショー トステイ事業 613か 所

71か所

870か 所

120か 所

緒障害児短期治療施設 32か 所 4フ か所

言≦鬼裏高皇彗Fお勇基属高た単喬晟酉[童
配置している市町村の割合

58. 3%
(H21 4)

80%(市 はすべて配置 )

固別対応できる児童相談所一時保護所の
環境改善 35か 所 (H214) 全都道府県・指定都市・児童相談所設置市
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項 目
現 状

(平成20年度)
※もしくは直近のデータ

目 標
〈平成26年度)

乳児家庭全戸訪問事業 1, 512市 町村 (H217) 全市町村

養育支援訪間事業 996市 町村 (H217) 全市町村での実施を目指す

地域子育て支援拠点 7, 1 00か 所  (H21年度見込み)
(市町村単独分含む)

10, 000か 所

ファミリー・サポートロセンター事業 570市 町村 9 507打町オ寸

一時預かり事業 (注 1) 延べ 348万 人 延べ 3,952万 人

商店街の空き店舗の活用による子育て支援 49か所 100か 所

小学校就学の始期までの勤務時間短縮等
措置の普及率

25. 3% 33. 3%

次世代認定マーク (く るみん)取得企業数 6 52企業 2, 000企 業

ポジティブ・アクション取組企業の割合 2 0. 70/o(H18年 度) 40%超

学校教育関係

卜菅ぜの充実

1基
準適格申請者に対する採用率 92 4% 基準を満たす希望者全員への貸与に向け努力

(注 1)市町村のニーズ調査の集計結果を基に設定しており、新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を視野に入れた数値目標である。

□現状には、補助金等の交付決定ベース等の「市町村」や「か所数」等を含むため、今後、変動があり得る。

-3-



参

勝
考
蟻

)

【参考指標】

※ 以下は、「子ども・子育てビジョン」に関連する指標で、これまでの計画・合意等により
定められているものである。

□ (※ )を付した項目は、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」 (平成19年 12月仕事と生活の調和推進官民トップ会議決定)において政労使の合意として定められた

ものであり、平成24年及び平成29年における目標を掲 |ザている。

項 目
現 状

(平成 20年度)
※もしくは直近のデータ

目 標
(平成26年度)

男性の育児休業取得率 (※ ) 1. 23% 5%
(H24′F)

10%
(H29年 )

第 1子出産前後の女性の継続就業率 (※ ) 3 8. 0% (H17年 ) 45%
(H24`F)

55%
(H29年 )

6歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事
関連時間 (※ )

1日 あたり60分 (‖ 18年 )

1日 あたり
1時間45分
(H244F)

1日 あたり
2時間 30分
(H29年 )

労働時間等の課題について労使が話し合いの
機会を設けている割合 (※ )

46  2% (H20年 )

60%
(H24娑F)

全ての企業
(H29年 )

週労働時間 60時間以上の雇用者の割合 (※ ) 10.0% (H20年 )
2割減
(H24年 )

半減
(H29年 )

年次有給休暇取得率 (※ ) 47.70/o(H19年 度) 60%
(H24年 )

完全取得
(H29年 )

テレ
=
― ク

在宅型テレワーカー 約 330万 人 約 700万 人 鰤27年 )

就労人口に占めるテレワーカー比率 (※ ) 15.2% 2 0% (H22年 )

就業率 (※ )

男性 25～ 34歳 90  6% (H20年 )

93～ 94%
(H24娑F)

93～ 94%
(H29年 )

女性 25～ 44歳 65  8% (H20年 )

67～ 70%
(H244F)

69～ 72%
(H29年 )

フリーターの数 (※ ) 1フ 0万 人 (H20年度)
(H15年にピークの2,7万人)

162. 8万 人

(ピーク時の3/4に減少 )
(H24娑F)

144.7万 人

〈ピーク時の2/3に減少)
(H29年 )

ジョブ・プログラム修了者数 40万 人
“

24年度)
(シ
・ョフ・ カード制度「全国推進基本計画J(平成20年6月シ・ョフ・かド推進協議会 )

ジョブ・カー ド取得者数 6 5万 人 100万 人 鰤24年度)
(シ
・
1フ
・ かド制度「全国推進基本計画J(平成20年 6月ショフ・ カード推進協議会)
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項 目
現 状

(平成20年度 )
※もしくは直近のデータ

目   標
(平成26年度)

地域ぐるみで子どもの教育に取り組む
環境の整備

早 強 文 薇 地 顕 不 部 の

設置か所数
2, 396か 所 (H2110)

家庭教育支援の取組 (地域
住民による相談対応や学習
機会の提供等)を実施する
市町村数
332市町本寸

′Y十 藪 il■ 少 未 ユ 童 士 ■ 苦 断 ヽ

全国の中字校区で地域が字校を支援する
仕組みづくりが実施されるよう促す (H24年度)

全国の市町村できめ細かな家庭教育支援が

実施されるよう促す o24年度)

「食鴬」の普及促進

食育に関心を持つている国民の割合 フ 2. 20/o(H213) 90%以 上 o22年度)

食育の推進について取組をしている
市町村の割合

87.1%(H17年 度) 100%

章害のある子どもへの支援

児童デイサービス事業のサービス提供量 22 2万 人日分
(H19年度 )

34万 人日分 (H23年度)

共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで
車椅子・ベビーカーで通行可能な住宅
ス トックの比率

10%(H15年度) 25%(H27年 度)

歩いていける身近なみどりのネットワーク率 約 66%(H19年度) 約 7割 (H24年度)

子育てのパリアフリー

特定道路中におけるパリアフリー化率

中駅.官公庁施設、病院等を相互に連絡する道路のうち、多数の
高齢者、障害者等が通常徒歩で移動する道路の区間として、指定
された道路

5 1%(Hi9年 度 ) 75%(H24年 度)

主要な生活関連経路における信号機等の
パリアフリー化率

86% 100%(H24年 度)

旅客施設・のパリアフリー 4ヒ率

*1日 当たりの平均利用者数が 5千 人以上の旅客施設 (鉄軌道
駅、バスターミナル、旅害船ターミナル、空港旅客ターミナル)

フ 1. 6% 100%(H22年 度)

回路及び広場がバリアフリー化された都
市公園の割合 約 44%(H19年 度) 約 5割 (H24年度)

不特定多数の者等が利用する一定の建築
物中のパリアフリー化率

Ⅲ百貨店、劇場、老人ホーム等の不特定多数の者又は主に高齢
者、障害者等が利用する建築物について、床面積2,000耐以上のも
のを新築等する際に段差解消等のパリアフリー化を実施

44%〈 H19年度) 約 50%o22年度)
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項 目
現 状
(平成20年度)
※もしくは直近のデータ

目   標
(平成26年度)

子育てのパリアフリー

バリアフリー化された鉄軌道車両の導入
割合

41. 3% 約 50%(H22年度)

低床化されたバス車両の導入割合 41. フ% 100%(H27年 度)

ノンステップバスの導入割合 23. 0% 約 30%(H22年 度)

バリアフリー化された旅客船の導入割合 16.4% 約 50%(H22年度)

リヾアフリー化された航空機の導入割合 64. 3% 約 65%(H22年度)

タクシーの導入台数 10, 742台 約 18,000台 (H22年度)

あんじん歩行エリア内の歩行者・自転車死傷
事故件数

2割抑制 (H24年 )
(平成 19年 と比較 )

□現状には、補助金等の交付決定ベース等の「市町村」や「か所数」等を含むため、今後、変動があり得る。
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(参考)
新たな次世代育成支援のための包括的・―元的制度設計に係る主要な子育て支援

※施設整備書  【保育サービス】+約700億   【放課後児童クラブ】 +約 loo億    【社会的養護】+約70億

「
~為花■墨罫品要赫摂編

理:咳墓詈護恩鱚L鶴[鳳二「_■■■■■■■■■■
・注1 重点戦略における「仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産。子育ての実現を支える給付・サービスの社会的なコストの推計」を置き換えたものである。
・注2平成29年度の額は、さらに女性の就彙率上昇等が進んだ場合の必要額。
・注3平成22年度まで財源措置されているコ4回分の費用負担のうち、平成20年度第2次補正で拡充された9回分を継続した場合。
・注4育児休業給付については、現在実施している雇用保険制度からの給付として試算したものではない。
・注5放課後対策においては、「放課後子どもプラン」{放課後児童クラブ、放課後子ども教室)などの取組が広く全国の小学校区で実施されるよう促す。
・注6幼児教育と保育の総合的な提供 (幼保一体化)の在り方の検討により、数値は変動する.
・注7ビジョン期間中の費用は、現在の費用に量的拡大分のみを加えて、粗く機械的に試算すると、おおよそ、運営費で約10兆円、施設整備費で約0.3兆円となる。

【認可保育所等】    +約 3,000億

【放課後児童クラブ】   +約 300億

:詈据IIttlilli日・延長等】
‡

【一時預かり】   +約 800億
【妊婦健診】    +約 700億帷3)
【地域子育て支援拠点】十約200億

【社会的養護】

+約 200億

剛 直しをイ,うと, ○認可保育所の利用料1割とした場合
○育児休業給付口仮に給付率80%とした場合

十約6,900億

+約 2,000億概醐絡 0鋼



(参考)新たな次世代育成支援のための包括的・―元的な制度構築に向けての検討事項

① 育児休業～保育～放課後対策への
切れ目のないサービス保障

② 利用者本位の仕組みの導入
※利用者 (子ども)中心
※潜在化した需要を顕在化

③・多様な利用者ニーズヘの対応
・潜在需要に対応した量的拡大

④ 地域の実情に応じたサービス提供

⑤ 安定的口継続的に費用確保

子育て支援サービスのための

包括的・一元的な制度を構築

口幼保一体化を含め、多様なサービスメニューを整備
・すべての子育て家庭を対象…口働く家庭も専業主婦家庭も

利用者本位の保育制度に向けた抜本
的な改革

・市町村の責務の下、利用者と事業者の間の公的保育契約

制度の導入
・利用者への例外ないサービス保障 (認定による地位の付

与と保育に欠ける要件の見直し)
・利用者補助方式への見直し        等

多様なサービスメニュー

口家庭的保育、小規模サービス、地域子育て支援 等

イコールフッティングによる株式会社ONPO等

の事業者の参入促進

・客観的基準による指定制の導入
口施設整備費、運営費の使途範囲、会計基準等の見直し

基礎自治体 (市町村)が実施主体

社会全体 (国・地方・事業主日本人)
による費用負担 (財源確保)

上ス




